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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　乾燥粉末状の金属微粒子であって、
　該金属微粒子自体の平均粒子径は、１～１００ｎｍの範囲に選択され、
　該金属微粒子表面は、かかる金属微粒子に含まれる金属元素と配位的な結合が可能な基
として、窒素、酸素、またはイオウ原子を含み、これら原子の有する孤立電子対による配
位的な結合が可能な基を有する化合物１種以上により被覆されており、
　前記窒素、酸素、またはイオウ原子を含む基を有する化合物一種以上の被覆量は、前記
金属微粒子１００質量部に対して、前記窒素、酸素、またはイオウ原子を含む基を有する
化合物一種以上を総和として、５～３５質量部の範囲に選択、調整されており、
　前記被覆量の調整は、
　予め、前記平均粒子径を、１～１００ｎｍの範囲に選択する金属微粒子に対して、その
表面に前記窒素、酸素、またはイオウ原子を含む基を有する化合物一種以上を接触させて
、かかる金属微粒子に含まれる金属元素と配位的な結合を介して、前記金属微粒子１００
質量部に対して、前記窒素、酸素、またはイオウ原子を含む基を有する化合物一種以上を
総和として、前記目標の被覆量を超える量を一旦被覆して、被覆層を形成した上で、前記
窒素、酸素、またはイオウ原子を含む基を有する化合物一種以上が、有機溶媒一種以上か
らなる分散溶媒中に、該被覆層を形成してなる金属微粒子を分散してなる分散液としたも
のを原料とし、
　前記分散液中に分散溶媒として含まれる前記有機溶媒一種を、減圧下、留去し、該分散
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液の濃縮を行い、
　該濃縮処理を施した分散液に、該化合物一種以上が前記有機溶媒中における溶解度より
も高い溶解度を室温において示す極性溶媒一種以上を添加して、余剰に含有される窒素、
酸素、またはイオウ原子を含む基を有する化合物一種以上を、前記極性溶媒一種以上に溶
解させ、その後、得られる分散液から、濾別により、余剰の窒素、酸素、またはイオウ原
子を含む基を有する化合物一種以上が除去され、被覆量の調整がなされた金属微粒子を、
固相成分として分離し、
　残余する前記極性溶媒一種以上を蒸散させ、乾燥する処理を施すことでなされている
ことを特徴とする乾燥粉末状の金属微粒子。
【請求項２】
　前記金属微粒子自体は、金、銀、銅、白金、パラジウム、スズ、ニッケル、アルミニウ
ム、ジルコニウム、チタン、鉄、タングステンからなる金属種の群から選択される一種の
金属からなる金属微粒子、または前記金属種の群から選択される二種以上の金属からなる
合金金属微粒子である
ことを特徴とする請求項１に記載の乾燥粉末状の金属微粒子。
【請求項３】
　乾燥粉末状の酸化金属微粒子であって、
　該酸化金属微粒子は、金属微粒子を核とし、その表面に金属酸化膜層を有する微粒子で
あり、
　該表面に金属酸化膜層を有する微粒子自体の平均粒子径は、１～１００ｎｍの範囲に選
択され、
　該酸化金属微粒子表面は、かかる酸化金属微粒子に含まれる金属元素と配位的な結合が
可能な基として、窒素、酸素、またはイオウ原子を含み、これら原子の有する孤立電子対
による配位的な結合が可能な基を有する化合物１種以上により被覆されており、
　前記窒素、酸素、またはイオウ原子を含む基を有する化合物一種以上の被覆量は、前記
酸化金属微粒子１００質量部に対して、前記窒素、酸素、またはイオウ原子を含む基を有
する化合物一種以上を総和として、５～３５質量部の範囲に選択、調整されており、
　前記表面の金属酸化膜層の形成と、被覆量の調整は、
　予め、該酸化金属微粒子に対応する、平均粒子径を１～１００ｎｍの範囲に選択する金
属微粒子に対して、その表面に前記窒素、酸素、またはイオウ原子を含む基を有する化合
物一種以上を接触させて、かかる金属微粒子に含まれる金属元素と配位的な結合を介して
、前記金属微粒子１００質量部に対して、前記窒素、酸素、またはイオウ原子を含む基を
有する化合物一種以上を総和として、前記目標の被覆量を超える量を一旦被覆して、被覆
層を形成した上で、前記窒素、酸素、またはイオウ原子を含む基を有する化合物一種以上
が、有機溶媒一種以上からなる分散溶媒中に、該被覆層を形成してなる金属微粒子を分散
してなる分散液に調製した出発原料において、
　前記分散液の調製に際して、あるいは、その後、調製済みの分散液中において、前記金
属微粒子の表面酸化に伴い、表面の金属酸化膜層の形成がなされた、前記被覆層を形成し
てなる酸化金属微粒子を分散してなる分散液を原料とし、
　前記分散液中に分散溶媒として含まれる前記有機溶媒一種を、減圧下、留去し、該分散
液の濃縮を行い、
　該濃縮処理を施した分散液に、該化合物一種以上が前記有機溶媒中における溶解度より
も高い溶解度を室温において示す極性溶媒一種以上を添加して、余剰に含有される窒素、
酸素、またはイオウ原子を含む基を有する化合物一種以上を、前記極性溶媒一種以上に溶
解させ、その後、得られる分散液から、濾別により、余剰の窒素、酸素、またはイオウ原
子を含む基を有する化合物一種以上が除去され、被覆量の調整がなされた酸化金属微粒子
を、固相成分として分離し、
　残余する前記極性溶媒一種以上を蒸散させ、乾燥する処理を施すことでなされている
ことを特徴とする乾燥粉末状の酸化金属微粒子。
【請求項４】
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　前記酸化金属微粒子に対応する金属微粒子自体は、金、銀、銅、白金、パラジウム、ス
ズ、ニッケル、アルミニウム、ジルコニウム、チタン、鉄、タングステンからなる金属種
の群から選択される一種の金属からなる金属微粒子、または前記金属種の群から選択され
る二種以上の金属からなる合金金属微粒子である
ことを特徴とする請求項２に記載の乾燥粉末状の酸化金属微粒子。
【請求項５】
　基板上に金属微粒子相互の焼結体層からなる、導電性の配線パターンを形成する方法で
あって、
　前記焼結体層は、平均粒子径を１～１００ｎｍの範囲に選択される金属微粒子相互を接
触させ、３５０℃を超えない温度に加熱処理することで焼結を行って得られる層であり、
　基板上に、請求項１または２に記載される乾燥粉末状の金属微粒子を固体状のバインダ
ー樹脂を介して乾式塗着し、前記配線パターン形状の金属微粒子塗布層を形成する工程、
　前記加熱処理において、前記金属微粒子塗布層中に含まれる前記固体状のバインダー樹
脂を軟化させ、同時に、前記金属微粒子塗布層中に含まれる金属微粒子に前記焼結処理を
施す工程とを有し、
　該焼成処理における加熱を施す際、該金属微粒子表面を被覆する窒素、酸素、イオウ原
子を含む基を有する化合物が、金属微粒子表面から解離し、軟化したバインダー樹脂中に
溶出がなされて、金属微粒子相互の表面接触が達成され、該金属微粒子相互の焼結がなさ
れる
ことを特徴とする導電性配線パターンの形成方法。
【請求項６】
　前記乾燥粉末状の金属微粒子を固体状のバインダー樹脂を介して乾式塗着し、前記配線
パターン形状の金属微粒子塗布層を形成する工程が、
　核粒子として、前記請求項１または２に記載される乾燥粉末状の金属微粒子を、トナー
用樹脂層として、前記固体状のバインダー樹脂を用いて作製されるトナー粒子を、電子写
真方式の画像形成方法を利用して、基板上に前記配線パターン形状のトナー層として形成
する手法で実施される
ことを特徴とする請求項５に記載の方法。
【請求項７】
　基板上に金属微粒子相互の焼結体層からなる、導電性の配線パターンを形成する方法で
あって、
　前記焼結体層は、還元性雰囲気下において、平均粒子径を１～１００ｎｍの範囲に選択
される金属微粒子相互を接触させ、３５０℃を超えない温度に加熱処理することで焼結を
行って得られる層であり、
　基板上に、請求項３または４に記載される乾燥粉末状の酸化金属微粒子を固体状のバイ
ンダー樹脂を介して乾式塗着し、前記配線パターン形状の酸化金属微粒子塗布層を形成す
る工程、
　前記加熱温度、還元性雰囲気下において、前記酸化金属微粒子塗布層中に含まれる酸化
金属微粒子に対して、還元能を有する化合物の気体または蒸気を作用させ、該酸化金属微
粒子の表面から還元処理を行い、対応する金属微粒子に変換するとともに、
　同加熱処理において、前記酸化金属微粒子塗布層中に含まれる前記固体状のバインダー
樹脂を軟化させ、同時に、前記還元処理で復される金属微粒子に前記焼結処理を施す工程
とを有し、
　該焼成処理における加熱を施す際、該酸化金属微粒子表面を被覆する窒素、酸素、イオ
ウ原子を含む基を有する化合物が、酸化金属微粒子表面から解離し、軟化したバインダー
樹脂中に溶出がなされて、金属微粒子相互の表面接触が達成され、該金属微粒子相互の焼
結がなされる
ことを特徴とする導電性配線パターンの形成方法。
【請求項８】
　前記乾燥粉末状の酸化金属微粒子を固体状のバインダー樹脂を介して乾式塗着し、前記
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配線パターン形状の酸化金属微粒子塗布層を形成する工程が、
　核粒子として、前記請求項３または４に記載される乾燥粉末状の酸化金属微粒子を、ト
ナー用樹脂層として、前記固体状のバインダー樹脂を用いて作製されるトナー粒子を、電
子写真方式の画像形成方法を利用して、基板上に前記配線パターン形状のトナー層として
形成する手法で実施される
ことを特徴とする請求項７に記載の方法。
【請求項９】
　乾燥粉末状の金属微粒子を作製する方法であって、
　該乾燥粉末状の金属微粒子は、
　該金属微粒子自体の平均粒子径は、１～１００ｎｍの範囲に選択され、
　該金属微粒子表面は、かかる金属微粒子に含まれる金属元素と配位的な結合が可能な基
として、窒素、酸素、またはイオウ原子を含み、これら原子の有する孤立電子対による配
位的な結合が可能な基を有する化合物１種以上により被覆されており、
　前記窒素、酸素、またはイオウ原子を含む基を有する化合物一種以上の被覆量は、前記
金属微粒子１００質量部に対して、前記窒素、酸素、またはイオウ原子を含む基を有する
化合物一種以上を総和として、５～３５質量部の範囲に選択、調整されており、
　前記被覆量を調整する工程として、
　予め、前記平均粒子径を、１～１００ｎｍの範囲に選択する金属微粒子に対して、その
表面に前記窒素、酸素、またはイオウ原子を含む基を有する化合物一種以上を接触させて
、かかる金属微粒子に含まれる金属元素と配位的な結合を介して、前記金属微粒子１００
質量部に対して、前記窒素、酸素、またはイオウ原子を含む基を有する化合物一種以上を
総和として、前記目標の被覆量を超える量を一旦被覆して、被覆層を形成した上で、前記
窒素、酸素、またはイオウ原子を含む基を有する化合物一種以上が、有機溶媒一種以上か
らなる分散溶媒中に、該被覆層を形成してなる金属微粒子を分散してなる分散液としたも
のを原料とし、
　前記分散液中に分散溶媒として含まれる前記有機溶媒一種を、減圧下、留去し、該分散
液の濃縮を行う工程、
　該濃縮処理を施した分散液に、該化合物一種以上が前記有機溶媒中における溶解度より
も高い溶解度を室温において示す極性溶媒一種以上を添加して、余剰に含有される窒素、
酸素、またはイオウ原子を含む基を有する化合物一種以上を、前記極性溶媒一種以上に溶
解させ、その後、得られる分散液から、濾別により、余剰の窒素、酸素、またはイオウ原
子を含む基を有する化合物一種以上が除去され、被覆量の調整がなされた金属微粒子を、
固相成分として分離する工程、
　残余する前記極性溶媒一種以上を蒸散させ、乾燥する処理を施す工程とを有する、
ことを特徴とする乾燥粉末状の金属微粒子の作製方法。
【請求項１０】
　前記金属微粒子自体は、金、銀、銅、白金、パラジウム、スズ、ニッケル、アルミニウ
ム、ジルコニウム、チタン、鉄、タングステンからなる金属種の群から選択される一種の
金属からなる金属微粒子、または前記金属種の群から選択される二種以上の金属からなる
合金金属微粒子である
ことを特徴とする請求項９に記載の方法。
【請求項１１】
　乾燥粉末状の酸化金属微粒子を作製する方法であって、
　該酸化金属微粒子は、金属微粒子を核とし、その表面に金属酸化膜層を有する微粒子で
あり、
　該表面に金属酸化膜層を有する微粒子自体の平均粒子径は、１～１００ｎｍの範囲に選
択され、
　該酸化金属微粒子表面は、かかる酸化金属微粒子に含まれる金属元素と配位的な結合が
可能な基として、窒素、酸素、またはイオウ原子を含み、これら原子の有する孤立電子対
による配位的な結合が可能な基を有する化合物１種以上により被覆されており、
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　前記窒素、酸素、またはイオウ原子を含む基を有する化合物一種以上の被覆量は、前記
酸化金属微粒子１００質量部に対して、前記窒素、酸素、またはイオウ原子を含む基を有
する化合物一種以上を総和として、５～３５質量部の範囲に選択、調整されており、
　前記表面の金属酸化膜層の形成と、被覆量の調整を行う工程は、
　予め、該酸化金属微粒子に対応する、平均粒子径を１～１００ｎｍの範囲に選択する金
属微粒子に対して、その表面に前記窒素、酸素、またはイオウ原子を含む基を有する化合
物一種以上を接触させて、かかる金属微粒子に含まれる金属元素と配位的な結合を介して
、前記金属微粒子１００質量部に対して、前記窒素、酸素、またはイオウ原子を含む基を
有する化合物一種以上を総和として、前記目標の被覆量を超える量を一旦被覆して、被覆
層を形成した上で、前記窒素、酸素、またはイオウ原子を含む基を有する化合物一種以上
が、有機溶媒一種以上からなる分散溶媒中に、該被覆層を形成してなる金属微粒子を分散
してなる分散液に調製した出発原料において、
　前記分散液の調製に際して、あるいは、その後、調製済みの分散液中において、前記金
属微粒子の表面酸化に伴い、表面の金属酸化膜層の形成がなされた、前記被覆層を形成し
てなる酸化金属微粒子を分散してなる分散液を原料とし、
　前記分散液中に分散溶媒として含まれる前記有機溶媒一種を、減圧下、留去し、該分散
液の濃縮を行う工程、
　該濃縮処理を施した分散液に、該化合物一種以上が前記有機溶媒中における溶解度より
も高い溶解度を室温において示す極性溶媒一種以上を添加して、余剰に含有される窒素、
酸素、またはイオウ原子を含む基を有する化合物一種以上を、前記極性溶媒一種以上に溶
解させ、その後、得られる分散液から、濾別により、余剰の窒素、酸素、またはイオウ原
子を含む基を有する化合物一種以上が除去され、被覆量の調整がなされた酸化金属微粒子
を、固相成分として分離する工程、
　残余する前記極性溶媒一種以上を蒸散させ、乾燥する処理を施す工程とを有する、
ことを特徴とする乾燥粉末状の酸化金属微粒子の作製方法。
【請求項１２】
　前記酸化金属微粒子に対応する金属微粒子自体は、金、銀、銅、白金、パラジウム、ス
ズ、ニッケル、アルミニウム、ジルコニウム、チタン、鉄、タングステンからなる金属種
の群から選択される一種の金属からなる金属微粒子、または前記金属種の群から選択され
る二種以上の金属からなる合金金属微粒子である
ことを特徴とする請求項１１に記載の方法。
【請求項１３】
　基板上に金属微粒子相互の焼結体層からなる、導電性の配線パターンを形成する方法で
あって、
　前記焼結体層は、平均粒子径を１～１００ｎｍの範囲に選択される金属微粒子相互を接
触させ、３５０℃を超えない温度に加熱処理することで焼結を行って得られる層であり、
　基板上に、請求項１または２に記載される乾燥粉末状の金属微粒子自体を乾式塗着し、
前記配線パターン形状の金属微粒子塗布層を形成する工程、
　前記加熱処理において、前記金属微粒子塗布層中に含まれる、該金属微粒子表面の被覆
層を構成している窒素、酸素、またはイオウ原子を含む基を有する化合物一種以上を溶融
させ、同時に、前記金属微粒子塗布層中に含まれる金属微粒子に前記焼結処理を施す工程
とを有し、
　該焼成処理における加熱を施す際、該金属微粒子表面を被覆する窒素、酸素、イオウ原
子を含む基を有する化合物が、金属微粒子表面から解離し、互いに溶融凝集状態で溶出さ
れて、金属微粒子相互の表面接触が達成され、該金属微粒子相互の焼結がなされる
ことを特徴とする導電性配線パターンの形成方法。
【請求項１４】
　基板上に金属微粒子相互の焼結体層からなる、導電性の配線パターンを形成する方法で
あって、
　前記焼結体層は、還元性雰囲気下において、平均粒子径を１～１００ｎｍの範囲に選択
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される金属微粒子相互を接触させ、３５０℃を超えない温度に加熱処理することで焼結を
行って得られる層であり、
　基板上に、請求項３または４に記載される乾燥粉末状の酸化金属微粒子自体を乾式塗着
し、前記配線パターン形状の酸化金属微粒子塗布層を形成する工程、
　前記加熱温度、還元性雰囲気下において、前記酸化金属微粒子塗布層中に含まれる酸化
金属微粒子に対して、還元能を有する化合物の気体または蒸気を作用させ、該酸化金属微
粒子の表面から還元処理を行い、対応する金属微粒子に変換するとともに、
　同加熱処理において、前記酸化金属微粒子塗布層中に含まれる、該酸化金属微粒子表面
の被覆層を構成している窒素、酸素、またはイオウ原子を含む基を有する化合物一種以上
を溶融させ、同時に、前記還元処理で復される金属微粒子に前記焼結処理を施す工程とを
有し、
　該焼成処理における加熱を施す際、該酸化金属微粒子表面を被覆する窒素、酸素、イオ
ウ原子を含む基を有する化合物が、酸化金属微粒子表面から解離し、互いに溶融凝集状態
で溶出されて、金属微粒子相互の表面接触が達成され、該金属微粒子相互の焼結がなされ
る
ことを特徴とする導電性配線パターンの形成方法。
【請求項１５】
　乾燥粉末状の金属微粒子であって、
　該金属微粒子自体の平均粒子径は、１～１００ｎｍの範囲に選択され、
　該金属微粒子表面は、かかる金属微粒子に含まれる金属と金属塩を形成可能なカルボン
酸一種以上により被覆されており、
　前記カルボン酸一種以上の被覆量は、前記金属微粒子１００質量部に対して、前記カル
ボン酸一種以上を総和として、５～３５質量部の範囲に選択、調整されており、
　前記被覆量の調整は、
　予め、前記平均粒子径を、１～１００ｎｍの範囲に選択する金属微粒子に対して、その
金属微粒子表面に含まれる金属と金属塩を形成可能なカルボン酸一種以上を接触させて、
かかる金属微粒子に含まれる表面の金属原子とクーロン力的な相互作用により固定される
カルボン酸、または、金属陽イオン種とカルボン酸陰イオン種からなるカルボン酸塩とし
て、被覆層を形成しているカルボン酸一種以上を、総和として、前記金属微粒子１００質
量部に対して、前記目標の被覆量を超える量を一旦被覆して、被覆層を形成した上で、有
機溶媒一種以上からなる分散溶媒中に、該カルボン酸被覆層を形成してなる金属微粒子を
含有する分散液としたものを原料とし、
　前記分散液中に分散溶媒として含まれる前記有機溶媒一種を、減圧下、留去し、該分散
液の濃縮を行い、
　該濃縮処理を施した分散液に、前記被覆層を構成しているカルボン酸一種以上を、室温
において、該カルボン酸一種以上が前記有機溶媒中における溶解度よりも高い溶解度を示
す極性溶媒一種以上を添加して、余剰に含有されるカルボン酸一種以上を、前記極性溶媒
一種以上に溶解させ、その後、得られる分散液から、濾別により、余剰のカルボン酸一種
以上が除去され、被覆量の調整がなされた金属微粒子を、固相成分として分離し、
　残余する前記極性溶媒一種以上を蒸散させ、乾燥する処理を施すことでなされている
ことを特徴とする乾燥粉末状の金属微粒子。
【請求項１６】
　乾燥粉末状の酸化金属微粒子であって、
　該酸化金属微粒子は、金属微粒子を核とし、その表面に金属酸化膜層を有する微粒子で
あり、
　該表面に金属酸化膜層を有する微粒子自体の平均粒子径は、１～１００ｎｍの範囲に選
択され、
　該酸化金属微粒子表面は、かかる酸化金属微粒子に含まれる金属と金属塩を形成可能な
カルボン酸一種以上により被覆されており、
　前記カルボン酸一種以上の被覆量は、前記酸化金属微粒子１００質量部に対して、前記
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カルボン酸一種以上を総和として、５～３５質量部の範囲に選択、調整されており、
　前記表面の金属酸化膜層の形成と、被覆量の調整は、
　予め、該酸化金属微粒子に対応する、平均粒子径を１～１００ｎｍの範囲に選択する金
属微粒子に対して、その表面に前記カルボン酸一種以上を接触させて、かかる金属微粒子
に含まれる表面の金属原子とクーロン力的な相互作用により固定されるカルボン酸、また
は、金属陽イオン種とカルボン酸陰イオン種からなるカルボン酸塩として、被覆層を形成
しているカルボン酸一種以上を、総和として、前記金属微粒子１００質量部に対して、前
記目標の被覆量を超える量を一旦被覆して、被覆層を形成した上で、有機溶媒一種以上か
らなる分散溶媒中に、該カルボン酸被覆層を形成してなる金属微粒子を含有する分散液と
したものを出発原料とし、
　前記出発原料の調製に際して、あるいは、その後、調製済みの分散液中において、前記
金属微粒子の表面酸化に伴い、表面の金属酸化膜層の形成がなされた、前記被覆層を形成
してなる酸化金属微粒子を含有する分散液を原料とし、
　前記分散液中に分散溶媒として含まれる前記有機溶媒一種を、減圧下、留去し、該分散
液の濃縮を行い、
　該濃縮処理を施した分散液に、前記被覆層を構成しているカルボン酸一種以上を、室温
において、該カルボン酸一種以上が前記有機溶媒中における溶解度よりも高い溶解度を示
す極性溶媒一種以上を添加して、余剰に含有されるカルボン酸一種以上を、前記極性溶媒
一種以上に溶解させ、その後、得られる分散液から、濾別により、余剰のカルボン酸一種
以上が除去され、被覆量の調整がなされた酸化金属微粒子を、固相成分として分離し、
　残余する前記極性溶媒一種以上を蒸散させ、乾燥する処理を施すことでなされている
ことを特徴とする乾燥粉末状の酸化金属微粒子。
【請求項１７】
　分散溶媒中に金属微粒子を均一分散してなる金属微粒子分散液であって、
　前記分散溶媒中への金属微粒子の均一分散は、
　請求項１または２に記載の乾燥粉末状の金属微粒子を、前記分散溶媒中に再分散させる
ことによって達成されており、
　再分散後において、該金属微粒子分散液を構成する分散溶媒は、
　沸点１００℃以上３００℃以下の高沸点溶媒であり、
　該金属微粒子分散液中における、
　前記分散溶媒の含有比率を、該金属微粒子１００質量部あたり、３～２５質量部の範囲
に選択することにより、
前記金属微粒子分散液粘度は、５０～２００Ｐａ・ｓ（２５℃）の範囲に調整されている
ことを特徴とする金属微粒子分散液。
【請求項１８】
　該金属微粒子分散液中における、
　前記分散溶媒の含有比率を、該金属微粒子１００質量部あたり、５～２０質量部の範囲
に選択する
ことを特徴とする請求項１７に記載の金属微粒子分散液。
【請求項１９】
　分散溶媒中に金属微粒子を均一分散してなる金属微粒子分散液であって、
　前記分散溶媒中への金属微粒子の均一分散は、
　請求項１または２に記載の乾燥粉末状の金属微粒子を、前記分散溶媒中に再分散させる
ことによって達成されており、
　再分散後において、該金属微粒子分散液を構成する分散溶媒は、
　沸点１００℃以上３００℃以下の高沸点溶媒であり、
　該金属微粒子分散液中における、
　前記分散溶媒の含有比率を、該金属微粒子１００質量部あたり、３０～８０質量部の範
囲に選択することにより、
前記金属微粒子分散液粘度は、５～３０ｍＰａ・ｓ（２５℃）の範囲に調整されている
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ことを特徴とする金属微粒子分散液。
【請求項２０】
　該金属微粒子分散液中における、
　前記分散溶媒の含有比率を、該金属微粒子１００質量部あたり、４０～８０質量部の範
囲に選択する
ことを特徴とする請求項１９に記載の金属微粒子分散液。
【請求項２１】
　分散溶媒中に酸化金属微粒子を均一分散してなる酸化金属微粒子分散液であって、
　前記分散溶媒中への酸化金属微粒子の均一分散は、
　請求項３または４に記載の乾燥粉末状の酸化金属微粒子を、前記分散溶媒中に再分散さ
せることによって達成されており、
　再分散後において、該酸化金属微粒子分散液を構成する分散溶媒は、
　沸点１００℃以上３００℃以下の高沸点溶媒であり、
　該酸化金属微粒子分散液中における、
　前記分散溶媒の含有比率を、該酸化金属微粒子１００質量部あたり、３～２５質量部の
範囲に選択することにより、
前記酸化金属微粒子分散液粘度は、５０～２００Ｐａ・ｓ（２５℃）の範囲に調整されて
いる
ことを特徴とする酸化金属微粒子分散液。
【請求項２２】
　該酸化金属微粒子分散液中における、
　前記分散溶媒の含有比率を、該酸化金属微粒子１００質量部あたり、３～１５質量部の
範囲に選択する
ことを特徴とする請求項２１に記載の酸化金属微粒子分散液。
【請求項２３】
　分散溶媒中に酸化金属微粒子を均一分散してなる酸化金属微粒子分散液であって、
　前記分散溶媒中への酸化金属微粒子の均一分散は、
　請求項３または４に記載の乾燥粉末状の酸化金属微粒子を、前記分散溶媒中に再分散さ
せることによって達成されており、
　再分散後において、該酸化金属微粒子分散液を構成する分散溶媒は、
　沸点１００℃以上３００℃以下の高沸点溶媒であり、
　該酸化金属微粒子分散液中における、
　前記分散溶媒の含有比率を、該酸化金属微粒子１００質量部あたり、３０～７０質量部
の範囲に選択することにより、
前記酸化金属微粒子分散液粘度は、５～３０ｍＰａ・ｓ（２５℃）の範囲に調整されてい
る
ことを特徴とする酸化金属微粒子分散液。
【請求項２４】
　該酸化金属微粒子分散液中における、
　前記分散溶媒の含有比率を、該酸化金属微粒子１００質量部あたり、４０～６５質量部
の範囲に選択する
ことを特徴とする請求項２３に記載の酸化金属微粒子分散液。
【請求項２５】
　基板上に金属微粒子相互の焼結体層からなる、導電性の配線パターンを形成する方法で
あって、
　前記焼結体層は、平均粒子径を１～１００ｎｍの範囲に選択される金属微粒子相互を接
触させ、３５０℃を超えない温度に加熱処理することで焼結を行って得られる層であり、
　基板上に、請求項１７～２０のいずれか一項に記載される高沸点溶媒を分散溶媒として
利用する金属微粒子分散液を塗布し、前記配線パターン形状の金属微粒子分散液塗布層を
形成する工程、
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　前記加熱処理において、前記金属微粒子分散液塗布層中に含まれる前記高沸点溶媒を蒸
散、除去し、同時に、前記金属微粒子分散液塗布層中に含まれる金属微粒子に前記焼結処
理を施す工程とを有し、
　該焼成処理における加熱を施す際、該金属微粒子表面を被覆する窒素、酸素、イオウ原
子を含む基を有する化合物が、金属微粒子表面から解離し、金属微粒子相互の表面接触が
達成され、該金属微粒子相互の焼結がなされる
ことを特徴とする導電性配線パターンの形成方法。
【請求項２６】
　前記金属微粒子分散液中に含有される金属微粒子自体は、金、銀、銅、白金、パラジウ
ム、ニッケルからなる金属種の群から選択される一種の金属からなる金属微粒子、または
前記金属種の群から選択される二種以上の金属からなる合金金属微粒子である
ことを特徴とする請求項２５に記載の導電性配線パターンの形成方法。
【請求項２７】
　基板上に金属微粒子相互の焼結体層からなる、導電性の配線パターンを形成する方法で
あって、
　前記焼結体層は、還元性雰囲気下において、平均粒子径を１～１００ｎｍの範囲に選択
される金属微粒子相互を接触させ、３５０℃を超えない温度に加熱処理することで焼結を
行って得られる層であり、
　基板上に、請求項２１～２４のいずれか一項に記載される高沸点溶媒を分散溶媒として
利用する酸化金属微粒子分散液を塗布し、前記配線パターン形状の酸化金属微粒子分散液
塗布層を形成する工程、
　前記加熱温度、還元性雰囲気下において、前記酸化金属微粒子塗布層中に含まれる酸化
金属微粒子に対して、還元能を有する化合物の液体、気体または蒸気を作用させ、該酸化
金属微粒子の表面から還元処理を行い、対応する金属微粒子に変換するとともに、
　同加熱処理において、前記酸化金属微粒子分散液塗布層中に含まれる前記高沸点溶媒の
蒸散を進めると、同時に、前記還元処理で復される金属微粒子に前記焼結処理を施す工程
とを有し、
　該焼成処理における加熱を施す際、該酸化金属微粒子表面を被覆する窒素、酸素、イオ
ウ原子を含む基を有する化合物が、酸化金属微粒子表面から解離し、前記高沸点溶媒とと
もに蒸散がなされて、金属微粒子相互の表面接触が達成され、該金属微粒子相互の焼結が
なされる
ことを特徴とする導電性配線パターンの形成方法。
【請求項２８】
　前記金属微粒子分散液中に含有される該酸化金属微粒子に対応する金属微粒子自体は、
銀、銅、ニッケルからなる金属種の群から選択される一種の金属からなる金属微粒子、ま
たは前記金属種の群から選択される二種以上の金属からなる合金金属微粒子である
ことを特徴とする請求項２７に記載の導電性配線パターンの形成方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、乾燥粉末状態の金属微粒子ならびに酸化金属微粒子と、その調製方法、なら
びに、前記粉末状の金属微粒子、または、粉末状の酸化金属微粒子を含む乾式印刷塗布層
を利用して、該粉末状の金属酸化物微粒子を乾式還元して得られる金属微粒子あるいは粉
末状の金属微粒子自体を低温焼結することで、低温焼結型の導電体層を形成する方法に関
する。より具体的には、乾式印刷法、特には、電子写真印刷法を利用して、所望パターン
形状の粉末状の金属微粒子、または、粉末状の酸化金属微粒子を含む乾式印刷塗布層を形
成した上、粉末状の酸化金属微粒子を乾式還元して得られる金属微粒子あるいは粉末状の
金属微粒子自体を利用して、低温焼結型の導電体層を形成する方法に関する。さらに、本
発明は、乾燥粉末状態の金属微粒子ならびに酸化金属微粒子の用途発明の一つとして、前
記粉末状の金属微粒子、または、粉末状の酸化金属微粒子を分散溶媒中に分散してなる、
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金属微粒子分散液、または、酸化金属微粒子分散液、ならびに、前記金属微粒子分散液、
または、酸化金属微粒子分散液の塗布層を利用して、該粉末状の金属酸化物微粒子を還元
して得られる金属微粒子あるいは粉末状の金属微粒子自体を低温焼結することで、低温焼
結型の導電体層を形成する方法にも関する。
【背景技術】
【０００２】
　極めて粒子径の小さな金属微粒子、少なくとも、平均粒子径が１００ｎｍ以下である金
属微粒子の製造方法の一つとして、特開平３－３４２１１号公報には、ガス中蒸発法を用
いて調製される１０ｎｍ以下の金属微粒子を、分散溶媒中にコロイド状に分散した分散液
とその製造方法が開示されている。また、特開平１１－３１９５３８号公報などには、還
元にアミン化合物を用いる還元析出法を利用して、平均粒子径が数ｎｍ～数１０ｎｍ程度
の金属微粒子を湿式で作製し、コロイド状に分散したものとその製造方法が開示されてい
る。この特開平１１－３１９５３８号公報などに開示される、湿式法で作製される平均粒
子径数ｎｍ～数１０ｎｍ程度の金属微粒子（金属ナノ粒子）は、コロイド状態を維持する
ためにその表面が高分子樹脂などで被覆されているものである。
【０００３】
　一般に平均粒子径数ｎｍ～数１０ｎｍ程度の金属微粒子は、その融点よりも格段に低い
温度（例えば、銀であれば、清浄な表面を有する微粒子（ナノ粒子）では２００℃以下に
おいても）で焼結することが知られている。これは、金属の微粒子（ナノ粒子）において
は、十分にその粒子径を小さくすると、粒子表面に存在するエネルギー状態の高い原子の
全体に占める割合が大きくなり、金属原子の表面拡散が無視し得ないほど大きくなる結果
、この表面拡散に起因して、粒子相互の界面の延伸がなされ焼結が行われるためである。
【０００４】
　平均粒子径数ｎｍ～数１０ｎｍ程度の金属微粒子は直接表面を接触させると、相互に融
着を生じて、微粒子が集塊して、分散溶媒中における均一な分散性を失う。そのため、金
属微粒子表面をアルキルアミンなどで均一に被覆し、表面被覆分子層を備えた状態として
、高い分散性を示す金属微粒子としている。
【０００５】
　一方、近年の電子機器関連分野において、利用される配線基板上の配線パターンの微細
化が進んでいる。また、種々の電極パターン部の形成に利用される金属薄膜層に関しても
、極薄い膜厚の金属薄膜層の活用が進められている。例えば、スクリーン印刷法を利用し
て、微細配線形成や薄膜形成を達成する際、超ファインなパターン描画、あるいは極薄い
膜厚の薄膜塗布層形成に、極めて粒子径の小さな金属微粒子分散液の応用が図られている
。現時点において、前記の用途に応用可能な、金および銀の微粒子分散液が既に商品化さ
れている。
【０００６】
　具体的には、金属微粒子分散液を利用して、超ファインな配線パターンを形成する方法
については、例えば、金微粒子あるいは銀微粒子を用いる際には、既に方法論が確立され
ている。具体的には、金微粒子あるいは銀微粒子を含む、超ファイン印刷用分散液を利用
した極めて微細な回路パターンの描画と、その後、金属微粒子相互の焼結を施すことによ
り、得られる焼結体型配線層において、配線幅および配線間スペースが５～５０μｍ、体
積固有抵抗率が１×１０－５Ω・ｃｍ以下の配線形成が可能となっている。
【０００７】
　加えて、配線幅および配線間スペースが狭くなっていくにつれ、エレクトロマイグレー
ションに起因する断線が新たな問題として浮上している。特には、段差を有するステップ
部に形成される微細な配線膜厚、配線幅で形成される部分では、そのステップ・エッジ部
における、配線膜厚は、他の領域より薄くなり易く、電流密度が局所的に上昇し、エレク
トロマイグレーションに起因する断線の発生頻度が高くなっている。このエレクトロマイ
グレーション現象に起因する断線を回避する上では、銅系配線の利用が有力であり、例え
ば、一層の高集積化に伴い、半導体素子上の配線パターンへの銅系材料の利用も広く検討
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されている。
【発明の開示】
【０００８】
　従来、金属微粒子を焼成処理して得られる導電体層を利用する微細パターン配線層の形
成、あるいは、極膜厚の薄い導電体薄膜層の形成においては、分散溶媒中に金属微粒子を
均一に分散した金属微粒子の分散液やペーストを利用して、目的とする微細なパターン、
薄膜形状の塗布膜層を描画する手法が利用されている。この金属微粒子の分散液やペース
トを利用して、描画された塗布膜層に対して、分散溶媒の蒸散を図る乾燥処理と、溶媒の
蒸散に伴い、金属微粒子相互が緻密な接触をとる状態とした後、加熱処理を施すことで、
金属微粒子相互が焼成して、極めて緻密な焼結体型の導電体層を作製していた。
【０００９】
　また、金属微粒子に代えて、かかる金属微粒子の表面に酸化被膜層が形成されている、
酸化金属微粒子を、分散溶媒中に均一に分散した酸化金属微粒子の分散液やペーストを利
用して、目的とする微細なパターン、薄膜形状の塗布膜層を描画し、描画された塗布膜層
中に含まれる酸化金属微粒子に還元剤を作用させて還元処理を施し、金属微粒子に復する
とともに、該金属微粒子相互が緻密な接触をとる状態とした後、加熱処理を施すことで、
金属微粒子相互が焼成して、極めて緻密な焼結体型の導電体層を作製する手法も提案され
ている。
【００１０】
　これら金属微粒子の分散液やペースト、あるいは、酸化金属微粒子分散液やペーストを
利用する湿式の描画手法は、有用な手法ではあるが、更に広い範囲において、金属微粒子
を焼成処理して得られる導電体層、あるいは、酸化金属微粒子に還元剤を作用させて、還
元処理して、一旦金属微粒子に復し、該金属微粒子を焼成処理して得られる導電体層の利
用を図る上では、別種の描画手法への適用も望まれている。具体的には、同一の描画パタ
ーンを多数反復して形成する目的では、高い繰り返し描画性能を有する乾式印刷方法であ
る、電子写真方式の描画法への応用が望まれている。
【００１１】
　本発明は前記の課題を解決するものであり、本発明の目的は、乾式印刷方法である、電
子写真方式の描画法を利用して、プリント基板用基材表面に、粉末状の金属微粒子あるい
は酸化金属微粒子を含むトナー粒子状の微細粒子塗布層を所望のパターンに形成し、該乾
式塗布層中の酸化金属微粒子に還元処理を施して得られる金属微粒子、あるいは、トナー
粒子状の微細粒子中に含まれている金属微粒子自体を利用して、加熱処理を施すことで、
金属微粒子相互が焼成して、極めて緻密な焼結体型の導電体層を作製する方法を提供する
ことにある。加えて、本発明の目的には、前記乾式印刷方法である、電子写真方式の描画
法を利用した、粉末状の金属微粒子あるいは酸化金属微粒子を含むトナー粒子状の微細粒
子塗布層を形成する際、その粉末状の金属微粒子あるいは酸化金属微粒子を含むトナー粒
子状の微細粒子の調製に適する、乾燥粉末状の金属微粒子あるいは酸化金属微粒子、なら
びにその調製方法の提供も含まれる。
【００１２】
　これまでも、ナノスケールの金属微粒子を含む分散液は多く開発され、分散溶媒中にお
いては、長期間にわたり、良好な分散状態を維持する手法は、幾つか存在している。但し
、これら分散液から、分散溶媒を留去、蒸散させて、乾燥粉末状の金属微粒子として、回
収、分離する試みがなされているが、分散液中における分散性を維持、向上する目的に使
用される分散剤が不必要に残留し、凝集した塊状となり易いものであった。あるいは、一
旦は、乾燥粉末状の金属微粒子として、回収されるものの、隣接するナノスケールの金属
微粒子相互は、直接金属面を接触して、融着を生じやすいなど、長期保存安定性に改善す
べき点を残していた。
【００１３】
　一方、全体が金属酸化物で構成されている微粒子は、室温付近では、互いに凝集を起こ
す性質はなく、乾燥粉末状の微細な金属酸化物粒子は比較的容易に作製される。例えば、
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ナノスケールの乾燥粉末状の金属酸化物微粒子（ナノ粒子）を利用し、還元処理して、金
属微粒子とすれば、比較的に低温の焼成処理によって、焼結体型の導電体層の作製は可能
ではあるものの、例えば、水素気流中において、金属酸化物微粒子を金属微粒子へと熱的
に還元するには、８００℃程度の加熱処理が必要であった。
【００１４】
　本発明者らは、前記の問題点複数について、種々の観点から検討を加え、この改善方法
を研究した。ガス中蒸発法を用いて調製される、平均粒子径が１～１００ｎｍの金属微粒
子を分散溶媒中に均一に分散する手段として、金属元素と配位的な結合が可能な基として
、窒素、酸素、またはイオウ原子を含み、これら原子の有する孤立電子対による配位的な
結合が可能な基を有する化合物を被覆層として用いている。その際、この被覆層は、分散
溶媒が無い状態でも、安定に維持でき、隣接するナノスケールの金属微粒子相互が、直接
金属面を接触して、融着を起こすことを有効に抑制できること、一方、不必要に多くの被
覆剤を含む分散液においては、分散溶媒を蒸散させると、余剰の被覆剤が個々の微粒子の
分離を妨げる結果、凝集した塊状となる要因であることを見出した。更に検討を進めたと
ころ、前記金属元素と配位的な結合が可能な基として、窒素、酸素、またはイオウ原子を
含み、これら原子の有する孤立電子対による配位的な結合が可能な基を有する化合物は、
金属表面に配位的な結合をしていない場合、例えば、アルキルアミンのように、極性溶媒
に溶解させて、不要な被覆剤のみを選択的に除去することが可能であることを想到した。
この極性溶媒を利用する洗浄操作により、不要な被覆剤のみを選択的に除去したのち、適
量の被覆剤層を有する金属微粒子を濾別し、残余する極性溶媒を蒸散させると、適量の被
覆剤層を有する金属微粒子が乾燥粉末として回収できることを、本発明者らは確認した。
【００１５】
　加えて、分散液中において、前記被覆剤層を有する金属微粒子に対して、表面酸化膜を
形成させることも可能であり、また、得られる表面に金属酸化物被膜を有する金属微粒子
は、前記被覆剤層を保持した状態とでき、それ以上に、金属酸化物被膜の膜厚が急速に増
すことを抑制できることも見出した。すなわち、金属微粒子の表面には、比較的に膜厚の
薄い金属酸化物被膜が形成され、その表面に、前記被覆剤層を保持した状態の酸化金属微
粒子となることが判明した。この被覆剤層を保持した状態の酸化金属微粒子についても、
極性溶媒を利用する洗浄操作により、不要な被覆剤のみを選択的に除去したのち、適量の
被覆剤層を有する酸化金属微粒子を濾別し、残余する極性溶媒を蒸散させると、適量の被
覆剤層を有する酸化金属微粒子が乾燥粉末として回収できることを、本発明者らは確認し
た。
【００１６】
　更には、得られる適量の被覆剤層を有する金属微粒子の乾燥粉末は、好ましくは、不活
性気体雰囲気、還元性気体または蒸気を含む還元性雰囲気中で、低温で加熱処理し、表面
の被覆剤層を解離させ、金属面が互いに接触可能とすると、低温の焼成処理によって、焼
結体型の導電体層の作製が可能であること、
　また、適量の被覆剤層を有する酸化金属微粒子の乾燥粉末に対して、還元性気体または
蒸気による還元処理を施すことで、表面の金属酸化物被膜を還元でき、得られる金属微粒
子は、低温の焼成処理によって、焼結体型の導電体層の作製が可能であることを確認した
。さらには、これらの低温加熱処理は、いずれも、平均粒子径が１～１００ｎｍの微粒子
では、３５０℃以下の低温条件で行うことが可能であること、また、適量の被覆剤層を有
する金属微粒子の乾燥粉末は、例えば、トナー用の固体状のバインダー樹脂を利用して、
乾式印刷法によって、基板上に緻密な塗着層を形成することができ、その状態で、前記の
低温加熱処理を実施すると、乾式印刷法を利用して、金属微粒子の焼結体型の導電体層を
形成することが可能であることを、本発明者らは見出し、これら一連の知見に基づき、本
発明を完成するに到った。
【００１７】
　すなわち、本発明の第一の形態にかかる金属微粒子は、
　乾燥粉末状の金属微粒子であって、
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　該金属微粒子自体の平均粒子径は、１～１００ｎｍの範囲に選択され、
　該金属微粒子表面は、かかる金属微粒子に含まれる金属元素と配位的な結合が可能な基
として、窒素、酸素、またはイオウ原子を含み、これら原子の有する孤立電子対による配
位的な結合が可能な基を有する化合物１種以上により被覆されており、
　前記窒素、酸素、またはイオウ原子を含む基を有する化合物一種以上の被覆量は、前記
金属微粒子１００質量部に対して、前記窒素、酸素、またはイオウ原子を含む基を有する
化合物一種以上を総和として、５～３５質量部の範囲に選択、調整されており、
　前記被覆量の調整は、
　予め、前記平均粒子径を、１～１００ｎｍの範囲に選択する金属微粒子に対して、その
表面に前記窒素、酸素、またはイオウ原子を含む基を有する化合物一種以上を接触させて
、かかる金属微粒子に含まれる金属元素と配位的な結合を介して、前記金属微粒子１００
質量部に対して、前記窒素、酸素、またはイオウ原子を含む基を有する化合物一種以上を
総和として、前記目標の被覆量を超える量を一旦被覆して、被覆層を形成した上で、前記
窒素、酸素、またはイオウ原子を含む基を有する化合物一種以上が、有機溶媒一種以上か
らなる分散溶媒中に、該被覆層を形成してなる金属微粒子を分散してなる分散液としたも
のを原料とし、
　前記分散液中に分散溶媒として含まれる前記有機溶媒一種を、減圧下、留去し、該分散
液の濃縮を行い、
　該濃縮処理を施した分散液に、該化合物一種以上が前記有機溶媒中における溶解度より
も高い溶解度を室温において示す極性溶媒一種以上を添加して、余剰に含有される窒素、
酸素、またはイオウ原子を含む基を有する化合物一種以上を、前記極性溶媒一種以上に溶
解させ、その後、得られる分散液から、濾別により、余剰の窒素、酸素、またはイオウ原
子を含む基を有する化合物一種以上が除去され、被覆量の調整がなされた金属微粒子を、
固相成分として分離し、
　残余する前記極性溶媒一種以上を蒸散させ、乾燥する処理を施すことでなされている
ことを特徴とする乾燥粉末状の金属微粒子である。なかでも、前記金属微粒子自体は、金
、銀、銅、白金、パラジウム、スズ、ニッケル、アルミニウム、ジルコニウム、チタン、
鉄、タングステンからなる金属種の群から選択される一種の金属からなる金属微粒子、ま
たは前記金属種の群から選択される二種以上の金属からなる合金金属微粒子である乾燥粉
末状の金属微粒子が、本発明が目標とする焼結体型導電層への利用には好適である。
【００１８】
　また、本発明の第一の形態にかかる酸化金属微粒子は、
　乾燥粉末状の酸化金属微粒子であって、
　該酸化金属微粒子は、金属微粒子を核とし、その表面に金属酸化膜層を有する微粒子で
あり、
　該表面に金属酸化膜層を有する微粒子自体の平均粒子径は、１～１００ｎｍの範囲に選
択され、
　該酸化金属微粒子表面は、かかる酸化金属微粒子に含まれる金属元素と配位的な結合が
可能な基として、窒素、酸素、またはイオウ原子を含み、これら原子の有する孤立電子対
による配位的な結合が可能な基を有する化合物１種以上により被覆されており、
　前記窒素、酸素、またはイオウ原子を含む基を有する化合物一種以上の被覆量は、前記
酸化金属微粒子１００質量部に対して、前記窒素、酸素、またはイオウ原子を含む基を有
する化合物一種以上を総和として、５～３５質量部の範囲に選択、調整されており、
　前記表面の金属酸化膜層の形成と、被覆量の調整は、
　予め、該酸化金属微粒子に対応する、平均粒子径を１～１００ｎｍの範囲に選択する金
属微粒子に対して、その表面に前記窒素、酸素、またはイオウ原子を含む基を有する化合
物一種以上を接触させて、かかる金属微粒子に含まれる金属元素と配位的な結合を介して
、前記金属微粒子１００質量部に対して、前記窒素、酸素、またはイオウ原子を含む基を
有する化合物一種以上を総和として、前記目標の被覆量を超える量を一旦被覆して、被覆
層を形成した上で、前記窒素、酸素、またはイオウ原子を含む基を有する化合物一種以上
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が、有機溶媒一種以上からなる分散溶媒中に、該被覆層を形成してなる金属微粒子を分散
してなる分散液に調製した出発原料において、
　前記分散液の調製に際して、あるいは、その後、調製済みの分散液中において、前記金
属微粒子の表面酸化に伴い、表面の金属酸化膜層の形成がなされた、前記被覆層を形成し
てなる酸化金属微粒子を分散してなる分散液を原料とし、
　前記分散液中に分散溶媒として含まれる前記有機溶媒一種を、減圧下、留去し、該分散
液の濃縮を行い、
　該濃縮処理を施した分散液に、該化合物一種以上が前記有機溶媒中における溶解度より
も高い溶解度を室温において示す極性溶媒一種以上を添加して、余剰に含有される窒素、
酸素、またはイオウ原子を含む基を有する化合物一種以上を、前記極性溶媒一種以上に溶
解させ、その後、得られる分散液から、濾別により、余剰の窒素、酸素、またはイオウ原
子を含む基を有する化合物一種以上が除去され、被覆量の調整がなされた酸化金属微粒子
を、固相成分として分離し、
　残余する前記極性溶媒一種以上を蒸散させ、乾燥する処理を施すことでなされている
ことを特徴とする乾燥粉末状の酸化金属微粒子である。なかでも、前記酸化金属微粒子に
対応する金属微粒子自体は、金、銀、銅、白金、パラジウム、スズ、ニッケル、アルミニ
ウム、ジルコニウム、チタン、鉄、タングステンからなる金属種の群から選択される一種
の金属からなる金属微粒子、または前記金属種の群から選択される二種以上の金属からな
る合金金属微粒子である、乾燥粉末状の酸化金属微粒子が、本発明が目標とする焼結体型
導電層への利用には好適である。
【００１９】
　加えて、本発明は、本発明の第一の形態にかかる乾燥粉末状の金属微粒子の用途発明と
して、上述する本発明の第一の形態にかかる乾燥粉末状の金属微粒子を利用することで、
乾式印刷法によって、基板上に乾燥粉末状の金属微粒子の塗着層を形成し、金属微粒子相
互の焼結体層とする方法をも提供し、
　すなわち、本発明の第一の形態にかかる導電性配線パターンの形成方法の一つは、
　基板上に金属微粒子相互の焼結体層からなる、導電性の配線パターンを形成する方法で
あって、
　前記焼結体層は、平均粒子径を１～１００ｎｍの範囲に選択される金属微粒子相互を接
触させ、３５０℃を超えない温度に加熱処理することで焼結を行って得られる層であり、
　基板上に、上記構成を有する本発明の第一の形態にかかる乾燥粉末状の金属微粒子を固
体状のバインダー樹脂を介して乾式塗着し、前記配線パターン形状の金属微粒子塗布層を
形成する工程、
　前記加熱処理において、前記金属微粒子塗布層中に含まれる前記固体状のバインダー樹
脂を軟化させ、同時に、前記金属微粒子塗布層中に含まれる金属微粒子に前記焼結処理を
施す工程とを有し、
　該焼成処理における加熱を施す際、該金属微粒子表面を被覆する窒素、酸素、イオウ原
子を含む基を有する化合物が、金属微粒子表面から解離し、軟化したバインダー樹脂中に
溶出がなされて、金属微粒子相互の表面接触が達成され、該金属微粒子相互の焼結がなさ
れる
ことを特徴とする導電性配線パターンの形成方法である。
【００２０】
　特に、本発明の第一の形態にかかる乾燥粉末状の金属微粒子を利用する、この導電性配
線パターンの形成方法では、
　前記乾燥粉末状の金属微粒子を固体状のバインダー樹脂を介して乾式塗着し、前記配線
パターン形状の金属微粒子塗布層を形成する工程が、
　核粒子として、上述する本発明にかかる乾燥粉末状の金属微粒子を、トナー用樹脂層と
して、前記固体状のバインダー樹脂を用いて作製されるトナー粒子を、電子写真方式の画
像形成方法を利用して、基板上に前記配線パターン形状のトナー層として形成する手法で
実施されることが好ましい。
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【００２１】
　同じく、本発明は、本発明の第一の形態にかかる乾燥粉末状の酸化金属微粒子の用途発
明として、上述する乾燥粉末状の酸化金属微粒子を利用することで、乾式印刷法によって
、基板上に乾燥粉末状の酸化金属微粒子の塗着層を形成し、該酸化金属微粒子を還元して
、金属微粒子相互の焼結体層とする方法をも提供し、
　すなわち、本発明の第一の形態にかかる導電性配線パターン形成方法の他の一つは、
　基板上に金属微粒子相互の焼結体層からなる、導電性の配線パターンを形成する方法で
あって、
　前記焼結体層は、還元性雰囲気下において、平均粒子径を１～１００ｎｍの範囲に選択
される金属微粒子相互を接触させ、３５０℃を超えない温度に加熱処理することで焼結を
行って得られる層であり、
　基板上に、上記構成を有する本発明の第一の形態にかかる乾燥粉末状の酸化金属微粒子
を固体状のバインダー樹脂を介して乾式塗着し、前記配線パターン形状の酸化金属微粒子
塗布層を形成する工程、
　前記加熱温度、還元性雰囲気下において、前記酸化金属微粒子塗布層中に含まれる酸化
金属微粒子に対して、還元能を有する化合物の気体または蒸気を作用させ、該酸化金属微
粒子の表面から還元処理を行い、対応する金属微粒子に変換するとともに、
　同加熱処理において、前記酸化金属微粒子塗布層中に含まれる前記固体状のバインダー
樹脂を軟化させ、同時に、前記還元処理で復される金属微粒子に前記焼結処理を施す工程
とを有し、
　該焼成処理における加熱を施す際、該酸化金属微粒子表面を被覆する窒素、酸素、イオ
ウ原子を含む基を有する化合物が、酸化金属微粒子表面から解離し、軟化したバインダー
樹脂中に溶出がなされて、金属微粒子相互の表面接触が達成され、該金属微粒子相互の焼
結がなされる
ことを特徴とする導電性配線パターンの形成方法である。
【００２２】
　特に、本発明の第一の形態にかかる乾燥粉末状の酸化金属微粒子を利用する、この導電
性配線パターンの形成方法では、
　前記乾燥粉末状の酸化金属微粒子を固体状のバインダー樹脂を介して乾式塗着し、前記
配線パターン形状の酸化金属微粒子塗布層を形成する工程が、
　核粒子として、上記構成を有する本発明の第一の形態にかかる乾燥粉末状の酸化金属微
粒子を、トナー用樹脂層として、前記固体状のバインダー樹脂を用いて作製されるトナー
粒子を、電子写真方式の画像形成方法を利用して、基板上に前記配線パターン形状のトナ
ー層として形成する手法で実施されることが好ましい。
【００２３】
　また、その際、前記酸化金属微粒子の還元処理において、還元剤として利用される、還
元能を有する化合物は、
酸化によって、オキソ基（＝Ｏ）またはホルミル基（－ＣＨＯ）へと変換可能な炭素原子
上のヒドロキシ基（Ｃ－ＯＨ）を有する有機化合物、あるいは、それらの二種以上を混合
したものであることが好ましい。あるいは、前記酸化金属微粒子の還元処理において、還
元剤として利用される、還元能を有する化合物は、
アルコール性ヒドロキシ基を有する有機化合物、あるいは、それらの二種以上を混合した
ものであることが好ましい。なかでも、前記酸化金属微粒子の還元処理において、還元剤
として利用される、還元能を有する化合物は、
二以上のヒドロキシ基を有する有機化合物、あるいは、それらの二種以上を混合したもの
であることがより好ましい。この形態において、前記酸化金属微粒子の還元処理において
、還元剤として利用される、還元能を有する化合物として、グリセリン（１，２，３－プ
ロパントリオール）、エチレングリコール（１，２－エタンジオール）、プロピレングリ
コール（１，２－プロパンジオール）、１，３－プロパンジオールのいずれかを選択する
と、より好ましい形態となる。
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【００２４】
　なお、本発明の第一の形態にかかる金属微粒子を調製する方法は、
　乾燥粉末状の金属微粒子を作製する方法であって、
　該乾燥粉末状の金属微粒子は、
　該金属微粒子自体の平均粒子径は、１～１００ｎｍの範囲に選択され、
　該金属微粒子表面は、かかる金属微粒子に含まれる金属元素と配位的な結合が可能な基
として、窒素、酸素、またはイオウ原子を含み、これら原子の有する孤立電子対による配
位的な結合が可能な基を有する化合物１種以上により被覆されており、
　前記窒素、酸素、またはイオウ原子を含む基を有する化合物一種以上の被覆量は、前記
金属微粒子１００質量部に対して、前記窒素、酸素、またはイオウ原子を含む基を有する
化合物一種以上を総和として、５～３５質量部の範囲に選択、調整されており、
　前記被覆量を調整する工程として、
　予め、前記平均粒子径を、１～１００ｎｍの範囲に選択する金属微粒子に対して、その
表面に前記窒素、酸素、またはイオウ原子を含む基を有する化合物一種以上を接触させて
、かかる金属微粒子に含まれる金属元素と配位的な結合を介して、前記金属微粒子１００
質量部に対して、前記窒素、酸素、またはイオウ原子を含む基を有する化合物一種以上を
総和として、前記目標の被覆量を超える量を一旦被覆して、被覆層を形成した上で、前記
窒素、酸素、またはイオウ原子を含む基を有する化合物一種以上が、有機溶媒一種以上か
らなる分散溶媒中に、該被覆層を形成してなる金属微粒子を分散してなる分散液としたも
のを原料とし、
　前記分散液中に分散溶媒として含まれる前記有機溶媒一種を、減圧下、留去し、該分散
液の濃縮を行う工程、
　該濃縮処理を施した分散液に、該化合物一種以上が前記有機溶媒中における溶解度より
も高い溶解度を室温において示す極性溶媒一種以上を添加して、余剰に含有される窒素、
酸素、またはイオウ原子を含む基を有する化合物一種以上を、前記極性溶媒一種以上に溶
解させ、その後、得られる分散液から、濾別により、余剰の窒素、酸素、またはイオウ原
子を含む基を有する化合物一種以上が除去され、被覆量の調整がなされた金属微粒子を、
固相成分として分離する工程、
　残余する前記極性溶媒一種以上を蒸散させ、乾燥する処理を施す工程とを有する、
ことを特徴とする乾燥粉末状の金属微粒子の作製方法である。この方法は、前記金属微粒
子自体は、金、銀、銅、白金、パラジウム、スズ、ニッケル、アルミニウム、ジルコニウ
ム、チタン、鉄、タングステンからなる金属種の群から選択される一種の金属からなる金
属微粒子、または前記金属種の群から選択される二種以上の金属からなる合金金属微粒子
である際に、有用な作製方法である。
【００２５】
　さらには、本発明の第一の形態にかかる酸化金属微粒子を調製する方法は、
　乾燥粉末状の酸化金属微粒子を作製する方法であって、
　該酸化金属微粒子は、金属微粒子を核とし、その表面に金属酸化膜層を有する微粒子で
あり、
　該表面に金属酸化膜層を有する微粒子自体の平均粒子径は、１～１００ｎｍの範囲に選
択され、
　該酸化金属微粒子表面は、かかる酸化金属微粒子に含まれる金属元素と配位的な結合が
可能な基として、窒素、酸素、またはイオウ原子を含み、これら原子の有する孤立電子対
による配位的な結合が可能な基を有する化合物１種以上により被覆されており、
　前記窒素、酸素、またはイオウ原子を含む基を有する化合物一種以上の被覆量は、前記
酸化金属微粒子１００質量部に対して、前記窒素、酸素、またはイオウ原子を含む基を有
する化合物一種以上を総和として、５～３５質量部の範囲に選択、調整されており、
　前記表面の金属酸化膜層の形成と、被覆量の調整を行う工程は、
　予め、該酸化金属微粒子に対応する、平均粒子径を１～１００ｎｍの範囲に選択する金
属微粒子に対して、その表面に前記窒素、酸素、またはイオウ原子を含む基を有する化合
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物一種以上を接触させて、かかる金属微粒子に含まれる金属元素と配位的な結合を介して
、前記金属微粒子１００質量部に対して、前記窒素、酸素、またはイオウ原子を含む基を
有する化合物一種以上を総和として、前記目標の被覆量を超える量を一旦被覆して、被覆
層を形成した上で、前記窒素、酸素、またはイオウ原子を含む基を有する化合物一種以上
が、有機溶媒一種以上からなる分散溶媒中に、該被覆層を形成してなる金属微粒子を分散
してなる分散液に調製した出発原料において、
　前記分散液の調製に際して、あるいは、その後、調製済みの分散液中において、前記金
属微粒子の表面酸化に伴い、表面の金属酸化膜層の形成がなされた、前記被覆層を形成し
てなる酸化金属微粒子を分散してなる分散液を原料とし、
　前記分散液中に分散溶媒として含まれる前記有機溶媒一種を、減圧下、留去し、該分散
液の濃縮を行う工程、
　該濃縮処理を施した分散液に、該化合物一種以上が前記有機溶媒中における溶解度より
も高い溶解度を室温において示す極性溶媒一種以上を添加して、余剰に含有される窒素、
酸素、またはイオウ原子を含む基を有する化合物一種以上を、前記極性溶媒一種以上に溶
解させ、その後、得られる分散液から、濾別により、余剰の窒素、酸素、またはイオウ原
子を含む基を有する化合物一種以上が除去され、被覆量の調整がなされた酸化金属微粒子
を、固相成分として分離する工程、
　残余する前記極性溶媒一種以上を蒸散させ、乾燥する処理を施す工程とを有する、
ことを特徴とする乾燥粉末状の酸化金属微粒子の作製方法である。この方法は、例えば、
前記酸化金属微粒子に対応する金属微粒子自体は、金、銀、銅、白金、パラジウム、スズ
、ニッケル、アルミニウム、ジルコニウム、チタン、鉄、タングステンからなる金属種の
群から選択される一種の金属からなる金属微粒子、または前記金属種の群から選択される
二種以上の金属からなる合金金属微粒子である場合に、好適に利用可能である。
【００２６】
　加えて、本発明の第一の形態にかかる導電性配線パターンの形成方法の他の一形態は、
　基板上に金属微粒子相互の焼結体層からなる、導電性の配線パターンを形成する方法で
あって、
　前記焼結体層は、平均粒子径を１～１００ｎｍの範囲に選択される金属微粒子相互を接
触させ、３５０℃を超えない温度に加熱処理することで焼結を行って得られる層であり、
　基板上に、上記構成を有する本発明の第一の形態にかかる乾燥粉末状の金属微粒子自体
を乾式塗着し、前記配線パターン形状の金属微粒子塗布層を形成する工程、
　前記加熱処理において、前記金属微粒子塗布層中に含まれる、該金属微粒子表面の被覆
層を構成している窒素、酸素、またはイオウ原子を含む基を有する化合物一種以上を溶融
させ、同時に、前記金属微粒子塗布層中に含まれる金属微粒子に前記焼結処理を施す工程
とを有し、
　該焼成処理における加熱を施す際、該金属微粒子表面を被覆する窒素、酸素、イオウ原
子を含む基を有する化合物が、金属微粒子表面から解離し、互いに溶融凝集状態で溶出さ
れて、金属微粒子相互の表面接触が達成され、該金属微粒子相互の焼結がなされる
ことを特徴とする導電性配線パターンの形成方法である。
【００２７】
　あるいは、本発明の第一の形態にかかる導電性配線パターンの形成方法の更なる他の一
形態は、
　基板上に金属微粒子相互の焼結体層からなる、導電性の配線パターンを形成する方法で
あって、
　前記焼結体層は、還元性雰囲気下において、平均粒子径を１～１００ｎｍの範囲に選択
される金属微粒子相互を接触させ、３５０℃を超えない温度に加熱処理することで焼結を
行って得られる層であり、
　基板上に、上記構成を有する本発明の第一の形態にかかる乾燥粉末状の酸化金属微粒子
自体を乾式塗着し、前記配線パターン形状の酸化金属微粒子塗布層を形成する工程、
　前記加熱温度、還元性雰囲気下において、前記酸化金属微粒子塗布層中に含まれる酸化
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金属微粒子に対して、還元能を有する化合物の気体または蒸気を作用させ、該酸化金属微
粒子の表面から還元処理を行い、対応する金属微粒子に変換するとともに、
　同加熱処理において、前記酸化金属微粒子塗布層中に含まれる、該酸化金属微粒子表面
の被覆層を構成している窒素、酸素、またはイオウ原子を含む基を有する化合物一種以上
を溶融させ、同時に、前記還元処理で復される金属微粒子に前記焼結処理を施す工程とを
有し、
　該焼成処理における加熱を施す際、該酸化金属微粒子表面を被覆する窒素、酸素、イオ
ウ原子を含む基を有する化合物が、酸化金属微粒子表面から解離し、互いに溶融凝集状態
で溶出されて、金属微粒子相互の表面接触が達成され、該金属微粒子相互の焼結がなされ
る
ことを特徴とする導電性配線パターンの形成方法である。
【００２８】
　一方、本発明にかかる金属微粒子の別の形態（第二の形態）は、
　乾燥粉末状の金属微粒子であって、
　該金属微粒子自体の平均粒子径は、１～１００ｎｍの範囲に選択され、
　該金属微粒子表面は、かかる金属微粒子に含まれる金属と金属塩を形成可能なカルボン
酸一種以上により被覆されており、
　前記カルボン酸一種以上の被覆量は、前記金属微粒子１００質量部に対して、前記カル
ボン酸一種以上を総和として、５～３５質量部の範囲に選択、調整されており、
　前記被覆量の調整は、
　予め、前記平均粒子径を、１～１００ｎｍの範囲に選択する金属微粒子に対して、その
金属微粒子表面に含まれる金属と金属塩を形成可能なカルボン酸一種以上を接触させて、
かかる金属微粒子に含まれる表面の金属原子とクーロン力的な相互作用により固定される
カルボン酸、または、金属陽イオン種とカルボン酸陰イオン種からなるカルボン酸塩とし
て、被覆層を形成しているカルボン酸一種以上を、総和として、前記金属微粒子１００質
量部に対して、前記目標の被覆量を超える量を一旦被覆して、被覆層を形成した上で、有
機溶媒一種以上からなる分散溶媒中に、該カルボン酸被覆層を形成してなる金属微粒子を
含有する分散液としたものを原料とし、
　前記分散液中に分散溶媒として含まれる前記有機溶媒一種を、減圧下、留去し、該分散
液の濃縮を行い、
　該濃縮処理を施した分散液に、前記被覆層を構成しているカルボン酸一種以上を、室温
において、該カルボン酸一種以上が前記有機溶媒中における溶解度よりも高い溶解度を示
す極性溶媒一種以上を添加して、余剰に含有されるカルボン酸一種以上を、前記極性溶媒
一種以上に溶解させ、その後、得られる分散液から、濾別により、余剰のカルボン酸一種
以上が除去され、被覆量の調整がなされた金属微粒子を、固相成分として分離し、
　残余する前記極性溶媒一種以上を蒸散させ、乾燥する処理を施すことでなされている
ことを特徴とする乾燥粉末状の金属微粒子である。
【００２９】
　また、本発明にかかる酸化金属微粒子の別の形態（第二の形態）は、
　乾燥粉末状の酸化金属微粒子であって、
　該酸化金属微粒子は、金属微粒子を核とし、その表面に金属酸化膜層を有する微粒子で
あり、
　該表面に金属酸化膜層を有する微粒子自体の平均粒子径は、１～１００ｎｍの範囲に選
択され、
　該酸化金属微粒子表面は、かかる酸化金属微粒子に含まれる金属と金属塩を形成可能な
カルボン酸一種以上により被覆されており、
　前記カルボン酸一種以上の被覆量は、前記酸化金属微粒子１００質量部に対して、前記
カルボン酸一種以上を総和として、５～３５質量部の範囲に選択、調整されており、
　前記表面の金属酸化膜層の形成と、被覆量の調整は、
　予め、該酸化金属微粒子に対応する、平均粒子径を１～１００ｎｍの範囲に選択する金
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属微粒子に対して、その表面に前記カルボン酸一種以上を接触させて、かかる金属微粒子
に含まれる表面の金属原子とクーロン力的な相互作用により固定されるカルボン酸、また
は、金属陽イオン種とカルボン酸陰イオン種からなるカルボン酸塩として、被覆層を形成
しているカルボン酸一種以上を、総和として、前記金属微粒子１００質量部に対して、前
記目標の被覆量を超える量を一旦被覆して、被覆層を形成した上で、有機溶媒一種以上か
らなる分散溶媒中に、該カルボン酸被覆層を形成してなる金属微粒子を含有する分散液と
したものを出発原料とし、
　前記出発原料の調製に際して、あるいは、その後、調製済みの分散液中において、前記
金属微粒子の表面酸化に伴い、表面の金属酸化膜層の形成がなされた、前記被覆層を形成
してなる酸化金属微粒子を含有する分散液を原料とし、
　前記分散液中に分散溶媒として含まれる前記有機溶媒一種を、減圧下、留去し、該分散
液の濃縮を行い、
　該濃縮処理を施した分散液に、前記被覆層を構成しているカルボン酸一種以上を、室温
において、該カルボン酸一種以上が前記有機溶媒中における溶解度よりも高い溶解度を示
す極性溶媒一種以上を添加して、余剰に含有されるカルボン酸一種以上を、前記極性溶媒
一種以上に溶解させ、その後、得られる分散液から、濾別により、余剰のカルボン酸一種
以上が除去され、被覆量の調整がなされた酸化金属微粒子を、固相成分として分離し、
　残余する前記極性溶媒一種以上を蒸散させ、乾燥する処理を施すことでなされている
ことを特徴とする乾燥粉末状の酸化金属微粒子である。
【００３０】
　更に、本発明は、本発明の第一の形態にかかる乾燥粉末状の金属微粒子の用途発明とし
て、上述する本発明の第一の形態にかかる乾燥粉末状の金属微粒子を出発原料として利用
し、高沸点溶媒中に該乾燥粉末状の金属微粒子を均一に再分散してなる金属微粒子分散液
の発明をも提供し、
　すなわち、本発明の第一の形態にかかる金属微粒子分散液の一つは、
　分散溶媒中に金属微粒子を均一分散してなる金属微粒子分散液であって、
　前記分散溶媒中への金属微粒子の均一分散は、
　請求項１または２に記載の乾燥粉末状の金属微粒子を、前記分散溶媒中に再分散させる
ことによって達成されており、
　再分散後において、該金属微粒子分散液を構成する分散溶媒は、
　沸点１００℃以上３００℃以下の高沸点溶媒であり、
　該金属微粒子分散液中における、
　前記分散溶媒の含有比率を、該金属微粒子１００質量部あたり、３～２５質量部の範囲
に選択することにより、
前記金属微粒子分散液粘度は、５０～２００Ｐａ・ｓ（２５℃）の範囲に調整されている
ことを特徴とする金属微粒子分散液である。その際、該金属微粒子分散液中における、
　前記分散溶媒の含有比率を、該金属微粒子１００質量部あたり、５～２０質量部の範囲
に選択することがより好ましい。
【００３１】
　また、本発明の第一の形態にかかる金属微粒子分散液の他一つは、
　分散溶媒中に金属微粒子を均一分散してなる金属微粒子分散液であって、
　前記分散溶媒中への金属微粒子の均一分散は、
　上記構成を有する本発明の第一の形態にかかる乾燥粉末状の金属微粒子を、前記分散溶
媒中に再分散させることによって達成されており、
　再分散後において、該金属微粒子分散液を構成する分散溶媒は、
　沸点１００℃以上３００℃以下の高沸点溶媒であり、
　該金属微粒子分散液中における、
　前記分散溶媒の含有比率を、該金属微粒子１００質量部あたり、３０～８０質量部の範
囲に選択することにより、
前記金属微粒子分散液粘度は、５～３０ｍＰａ・ｓ（２５℃）の範囲に調整されている
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ことを特徴とする金属微粒子分散液である。その際、該金属微粒子分散液中における、
　前記分散溶媒の含有比率を、該金属微粒子１００質量部あたり、４０～８０質量部の範
囲に選択することがより好ましい。
【００３２】
　同様に、本発明は、本発明の第一の形態にかかる乾燥粉末状の酸化金属微粒子の用途発
明として、上述する本発明の第一の形態にかかる乾燥粉末状の酸化金属微粒子を出発原料
として利用し、高沸点溶媒中に該乾燥粉末状の酸化金属微粒子を均一に再分散してなる酸
化金属微粒子分散液の発明をも提供し、
　すなわち、本発明の第一の形態にかかる酸化金属微粒子分散液の一つは、
　分散溶媒中に酸化金属微粒子を均一分散してなる酸化金属微粒子分散液であって、
　前記分散溶媒中への酸化金属微粒子の均一分散は、
　上記構成を有する本発明の第一の形態にかかる乾燥粉末状の酸化金属微粒子を、前記分
散溶媒中に再分散させることによって達成されており、
　再分散後において、該酸化金属微粒子分散液を構成する分散溶媒は、
　沸点１００℃以上３００℃以下の高沸点溶媒であり、
　該酸化金属微粒子分散液中における、
　前記分散溶媒の含有比率を、該酸化金属微粒子１００質量部あたり、３～２５質量部の
範囲に選択することにより、
前記酸化金属微粒子分散液粘度は、５０～２００Ｐａ・ｓ（２５℃）の範囲に調整されて
いる
ことを特徴とする酸化金属微粒子分散液である。その際、該酸化金属微粒子分散液中にお
ける、前記分散溶媒の含有比率を、該酸化金属微粒子１００質量部あたり、３～１５質量
部の範囲に選択することが好ましい。
【００３３】
　また、本発明の第一の形態にかかる酸化金属微粒子分散液の他一つは、
　分散溶媒中に酸化金属微粒子を均一分散してなる酸化金属微粒子分散液であって、
　前記分散溶媒中への酸化金属微粒子の均一分散は、
　上記構成を有する本発明の第一の形態にかかる乾燥粉末状の酸化金属微粒子を、前記分
散溶媒中に再分散させることによって達成されており、
　再分散後において、該酸化金属微粒子分散液を構成する分散溶媒は、
　沸点１００℃以上３００℃以下の高沸点溶媒であり、
　該酸化金属微粒子分散液中における、
　前記分散溶媒の含有比率を、該酸化金属微粒子１００質量部あたり、３０～７０質量部
の範囲に選択することにより、
前記酸化金属微粒子分散液粘度は、５～３０ｍＰａ・ｓ（２５℃）の範囲に調整されてい
る
ことを特徴とする酸化金属微粒子分散液である。その際、該酸化金属微粒子分散液中にお
ける、前記分散溶媒の含有比率を、該酸化金属微粒子１００質量部あたり、４０～６５質
量部の範囲に選択することが好ましい。
【００３４】
　前述する本発明の第一の形態にかかる金属微粒子分散液の発明に加えて、本発明は、本
発明の第一の形態にかかる乾燥粉末状の金属微粒子の用途発明として、本発明の第一の形
態にかかる乾燥粉末状の金属微粒子を出発原料として利用することで調製される、該金属
微粒子分散液を各種印刷法によって、基板上に塗布して、金属微粒子分散液の塗布層を形
成し、この塗布層中に含有される金属微粒子相互の焼結体層を形成する方法をも提供して
いる。すなわち、上記構成を有する本発明の第一の形態にかかる金属微粒子分散液を利用
する、導電性配線パターンの形成方法は、
　基板上に金属微粒子相互の焼結体層からなる、導電性の配線パターンを形成する方法で
あって、
　前記焼結体層は、平均粒子径を１～１００ｎｍの範囲に選択される金属微粒子相互を接
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触させ、３５０℃を超えない温度に加熱処理することで焼結を行って得られる層であり、
　基板上に、上記構成を有する本発明の第一の形態にかかる高沸点溶媒を分散溶媒として
利用する金属微粒子分散液を塗布し、前記配線パターン形状の金属微粒子分散液塗布層を
形成する工程、
　前記加熱処理において、前記金属微粒子分散液塗布層中に含まれる前記高沸点溶媒を蒸
散、除去し、同時に、前記金属微粒子分散液塗布層中に含まれる金属微粒子に前記焼結処
理を施す工程とを有し、
　該焼成処理における加熱を施す際、該金属微粒子表面を被覆する窒素、酸素、イオウ原
子を含む基を有する化合物が、金属微粒子表面から解離し、金属微粒子相互の表面接触が
達成され、該金属微粒子相互の焼結がなされる
ことを特徴とする導電性配線パターンの形成方法である。その際、前記金属微粒子分散液
中に含有される金属微粒子自体は、金、銀、銅、白金、パラジウム、ニッケルからなる金
属種の群から選択される一種の金属からなる金属微粒子、または前記金属種の群から選択
される二種以上の金属からなる合金金属微粒子であることがより好ましい。
【００３５】
　同じく、前述する本発明の第一の形態にかかる酸化金属微粒子分散液の発明に加えて、
本発明は、本発明の第一の形態にかかる乾燥粉末状の酸化金属微粒子の用途発明として、
本発明の第一の形態にかかる乾燥粉末状の酸化金属微粒子を出発原料として利用すること
で調製される、該酸化金属微粒子分散液を各種印刷法によって、基板上に塗布して、酸化
金属微粒子分散液の塗布層を形成し、この塗布層中に含有される酸化金属微粒子から還元
処理で復される、対応する金属微粒子相互の焼結体層とする方法をも提供している。すな
わち、上記構成を有する本発明の第一の形態にかかる酸化金属微粒子分散液を利用する、
導電性配線パターンの形成方法は、
　基板上に金属微粒子相互の焼結体層からなる、導電性の配線パターンを形成する方法で
あって、
　前記焼結体層は、還元性雰囲気下において、平均粒子径を１～１００ｎｍの範囲に選択
される金属微粒子相互を接触させ、３５０℃を超えない温度に加熱処理することで焼結を
行って得られる層であり、
　基板上に、上記構成を有する本発明の第一の形態にかかる高沸点溶媒を分散溶媒として
利用する酸化金属微粒子分散液を塗布し、前記配線パターン形状の酸化金属微粒子分散液
塗布層を形成する工程、
　前記加熱温度、還元性雰囲気下において、前記酸化金属微粒子塗布層中に含まれる酸化
金属微粒子に対して、還元能を有する化合物の液体、気体または蒸気を作用させ、該酸化
金属微粒子の表面から還元処理を行い、対応する金属微粒子に変換するとともに、
　同加熱処理において、前記酸化金属微粒子分散液塗布層中に含まれる前記高沸点溶媒の
蒸散を進めると、同時に、前記還元処理で復される金属微粒子に前記焼結処理を施す工程
とを有し、
　該焼成処理における加熱を施す際、該酸化金属微粒子表面を被覆する窒素、酸素、イオ
ウ原子を含む基を有する化合物が、酸化金属微粒子表面から解離し、前記高沸点溶媒とと
もに蒸散がなされて、金属微粒子相互の表面接触が達成され、該金属微粒子相互の焼結が
なされる
ことを特徴とする導電性配線パターンの形成方法である。その際、前記金属微粒子分散液
中に含有される該酸化金属微粒子に対応する金属微粒子自体は、銀、銅、ニッケルからな
る金属種の群から選択される一種の金属からなる金属微粒子、または前記金属種の群から
選択される二種以上の金属からなる合金金属微粒子であることがより好ましい。
【００３６】
　本発明は、分散溶媒中に保存しなくとも、長期にわたり、凝集を起こすことなく、良好
な分散状態の極めて微細な微粒子として利用可能な、乾燥粉末状の金属微粒子あるいは酸
化金属微粒子を簡便に作製することを可能とする。作製される乾燥粉末状の金属微粒子あ
るいは酸化金属微粒子は、例えば、トナー用固体状のバインダー樹脂を利用して、トナー
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粒子に調製した上、電子写真方式の画像形成方法を利用して、所望の形状パターンの塗着
層をフィルム状基板材料表面に作製し、その後、加熱処理を施し、含まれる金属微粒子、
あるいは、酸化金属微粒子を還元処理して得られる金属微粒子を相互に焼結した焼結体型
導電体層を作製することを可能とする。この乾式印刷法を利用する焼結体型導電体層の形
成方法は、従来のペースト状の分散液を利用する湿式印刷法を利用する焼結体型導電体層
の形成方法に加えて、より広範な分野において、金属微粒子を相互に焼結した焼結体型導
電体層の利用を図る上で、有用な手段となる。
【００３７】
　また、本発明にかかる乾燥粉末状の金属微粒子あるいは酸化金属微粒子は、前記の乾式
印刷法への利用に加えて、微細配線形成用の導電性粉体塗料、電子部品間の導通を図る導
電性接着剤、さらには、別種の溶媒に再分散させることにより低抵抗で高い信頼性を有す
る微細配線形成用導電性微粒子分散液における、導電性媒体としても、利用することがで
きる。
【図面の簡単な説明】
【００３８】
【図１】図１は、本発明にかかる微細な焼結体銅系配線パターンの形成方法において、還
元・焼結処理工程の実施に利用可能な還元性有機化合物による還元処理・焼結用装置の構
成を模式的に示す図である。
【００３９】
　なお、図１中に付す符号は、下記の意味を有する。
【００４０】
　１　基板
　２　還元・焼結処置装置の密閉容器
　３　還元・焼結処理時の加熱用ヒーター
　４　ガス導入口
　５　ガス排出口
【発明を実施するための最良の形態】
【００４１】
　発明者らはこれらの課題を解決するために鋭意検討を行った結果、粒子径が１～１００
ｎｍの金属微粒子分散液を出発原料として、長期信頼性を有し、再分散が可能な粉末状金
属微粒子を得る方法を確立した。さらにこの粉末状金属微粒子または粉末状酸化金属微粒
子を用いて直接配線を形成する方法、またはこのものを主成分とするトナーを用いて電子
写真方式の画像形成方法により、微細な導電パターンを形成できることを確認した。さら
に加熱焼成することにより、低抵抗の配線を形成することができた。また酸化金属微粒子
については、アルコール等の還元性化合物を還元剤として用いることにより、３５０℃以
下の低温条件にて還元および焼結が同時に進行し、低抵抗の配線が形成できることを確認
して本発明を完成させた。
【００４２】
　具体的には末端に酸素、窒素、イオウ原子を有する官能基を有する被覆剤により表面を
被覆され、溶媒中に金属微粒子または金属酸化物が安定に分散している分散液から、微粒
子の安定性を損なわない様に余剰な分散剤と溶媒を洗浄により除去し、さらに洗浄に用い
た溶媒を揮発させることにより、粉末状金属微粒子または粉末状酸化金属微粒子を得た。
このものは安定で凝集のない粉末状金属微粒子または粉末状酸化金属微粒子として存在し
、またこれらは容易に溶媒に再分散させることが可能で、凝集物がなく、非常に安定な金
属微粒子または酸化金属微粒子の分散液となることが特徴である。
【００４３】
　以下に、本発明に関して、より詳細に説明する。
【００４４】
　本発明にかかる焼結体型導電体層を用いた配線パターンを形成する方法では、金属微粒
子自体の平均粒子径が、１～１００ｎｍの範囲に選択された金属微粒子相互を、金属面を
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接触させることで、低温加熱においても、金属微粒子相互の緻密な焼結体層とできる性質
を利用している。
【００４５】
　このように、極めて微細な金属微粒子を用いる際には、乾燥粉体の形態では、金属微粒
子同士の金属面が接触すると、各々の金属微粒子が付着後、融着することにより凝集を起
こし、そのような凝集体は、本発明が目的とする焼結体型導電体層の作製には適さないも
のとなる。この微粒子同士の凝集を防ぐために、金属微粒子の表面に低分子による被覆層
を設け、液体中に分散された状態となっているものを、出発原料に利用する。
【００４６】
　具体的には、本発明の第一の形態において、原料とする金属微粒子は、その表面は、か
かる金属微粒子に含まれる金属元素と配位的な結合が可能な基として、窒素、酸素、また
はイオウ原子を含む基を有する化合物１種以上により被覆された状態とする。すなわち、
かかる金属微粒子に含まれる金属元素と配位的な結合が可能な基として、窒素、酸素、ま
たはイオウ原子を含む基を有する化合物１種以上により、金属微粒子の金属表面を均一に
被覆した状態とする、例えば、末端アミノ基を１以上有するアミン化合物などにより被覆
された状態を保持しつつ、一種以上の有機溶剤中に分散されてなる金属微粒子の分散液を
用いる。
【００４７】
　この被覆層の役割は、加熱処理を施すまでは、金属微粒子が互いにその金属表面が直接
接触しない状態であるので、導電性ペースト中に含有される金属微粒子の凝集が抑制され
、保管時の耐凝集性を高く維持するものである。また、仮に塗布を行う際など、水分や大
気中の酸素分子と接しても、金属微粒子の表面は、既に被覆層で覆われており、水分子や
酸素分子との直接的な接触に至らないので、水分や大気中の酸素分子による金属微粒子表
面の自然酸化膜の形成も抑制する機能をも有する。
【００４８】
　本発明の第一の形態において、この金属微粒子表面の均一な被覆に利用される化合物は
、金属元素と配位的な結合を形成する際、窒素、酸素、またはイオウ原子上の孤立電子対
を有する基を利用するもので、例えば、窒素原子を含む基として、アミノ基が挙げられる
。また、イオウ原子を含む基としては、スルファニル基（－ＳＨ）、スルフィド型のスル
ファンジイル基（－Ｓ－）が挙げられる。また、酸素原子を含む基としては、ヒドロキシ
基（－ＯＨ）、エーテル型のオキシ基（－Ｏ－）が挙げられる。
【００４９】
　利用可能なアミノ基を有する化合物の代表として、アルキルアミンを挙げることができ
る。なお、かかるアルキルアミンは、金属元素と配位的な結合を形成した状態で、通常の
保管環境、具体的には、４０℃に達しない範囲では、脱離しないものが好適であり、沸点
が６０℃以上の範囲、好ましくは１００℃以上、より好ましくは、１５０℃以上の範囲と
なるものが好ましい。一方、金属微粒子の低温加熱、焼成処理を行う際には、金属微粒子
表面から離脱した後、最終的には、蒸散することが可能であることが望ましく、少なくと
も、沸点が３００℃を超えない範囲、通常、２５０℃以下の範囲となるものが好ましい。
例えば、アルキルアミンとして、そのアルキル基は、Ｃ８～Ｃ１８の範囲に選択され、ア
ルキル鎖の末端にアミノ基を有するものが用いられる。例えば、前記Ｃ８～Ｃ１８の範囲
のアルキルアミンは、熱的な安定性もあり、また、室温付近での蒸気圧もさほど高くなく
、室温等で保管する際、含有率を所望の範囲に維持・制御することが容易であるなど、ハ
ンドリング性の面から好適に用いられる。
【００５０】
　一般に、かかる配位的な結合を形成する上では、第一級アミン型のものがより高い結合
能を示し好ましいが、第二級アミン型、ならびに、第三級アミン型の化合物も利用可能で
ある。また、１，２－ジアミン型、１，３－ジアミン型など、近接する二以上のアミノ基
が結合に関与する化合物も利用可能である。また、ポリオキシアルキレンアミン型のエー
テル型のオキシ基（－Ｏ－）を鎖中に含む、鎖状のアミン化合物を用いることもできる。
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その他、末端のアミノ基以外に、親水性の末端基、例えば、水酸基を有するヒドロキシア
ミン、例えば、エタノールアミンなどを利用することもできる。
【００５１】
　また、利用可能なスルファニル基（－ＳＨ）を有する化合物の代表として、アルカンチ
オールを挙げることができる。なお、かかるアルカンチオールも、金属元素と配位的な結
合を形成した状態で、通常の保管環境、具体的には、４０℃に達しない範囲では、脱離し
ないものが好適であり、沸点が６０℃以上の範囲、好ましくは１００℃以上、より好まし
くは、１５０℃以上の範囲となるものが好ましい。一方、焼成処理を行う際には、金属微
粒子表面から離脱した後、最終的には、蒸散することが可能であるものが好ましく、少な
くとも、沸点が３００℃を超えない範囲、通常、２５０℃以下の範囲となるものが好まし
い。例えば、アルカンチオールとして、そのアルキル基は、Ｃ４～Ｃ２０が用いられ、さ
らに好ましくはＣ８～Ｃ１８の範囲に選択され、アルキル鎖の末端にスルファニル基（－
ＳＨ）を有するものが用いられる。例えば、前記Ｃ８～Ｃ１８の範囲のアルカンチオール
は、熱的な安定性もあり、また、室温付近の蒸気圧もさほど高くなく、室温等で保管する
際、含有率を所望の範囲に維持・制御することが容易であるなど、ハンドリング性の面か
ら好適に用いられる。一般に、第一級チオール型のものがより高い結合能を示し好ましい
が、第二級チオール型、ならびに、第三級チオール型の化合物も利用可能である。また、
１，２－ジチオール型などの、二以上のスルファニル基（－ＳＨ）が結合に関与するもの
も、利用可能である。
【００５２】
　また、利用可能なヒドロキシ基を有する化合物の代表として、アルカンジオールを挙げ
ることができる。一例として、エチレングリコール、ジエチレングリコール、ポリエチレ
ングリコールなどのグリコール類などを挙げることができる。なお、かかるアルカンジオ
ールも、金属元素と配位的な結合を形成した状態で、通常の保管環境、具体的には、４０
℃に達しない範囲では、脱離しないものが好適であり、沸点が６０℃以上の範囲、通常、
１００℃以上の範囲、より好ましくは、１５０℃以上の範囲となるものが好ましい。一方
、加熱焼成処理を行う際には、金属微粒子表面から離脱した後、最終的には、蒸散するこ
とが可能であることが好ましく、少なくとも、沸点が３００℃を超えない範囲、通常、２
５０℃以下の範囲となるものが好ましい。例えば、１，２－ジオール型などの、二以上の
ヒドロキシ基が結合に関与するものなどが、より好適に利用可能である。
【００５３】
　なお、本発明においては、焼結体型導電体層の作製に利用するため、これら金属微粒子
自体は、金、銀、銅、白金、パラジウム、スズ、ニッケル、アルミニウム、ジルコニウム
、チタン、鉄、タングステンからなる金属種の群から選択される一種の金属からなる金属
微粒子、または前記金属種の群から選択される二種以上の金属からなる合金金属微粒子で
あることが好ましい。同様に、表面に酸化被膜層を有する酸化金属微粒子においても、原
料として利用する金属微粒子自体は、金、銀、銅、白金、パラジウム、スズ、ニッケル、
アルミニウム、ジルコニウム、チタン、鉄、タングステンからなる金属種の群から選択さ
れる一種の金属からなる金属微粒子、または前記金属種の群から選択される二種以上の金
属からなる合金金属微粒子であることが好ましい。
【００５４】
　なかでも、上記金属微粒子を原料として、低温焼結によって、良好な導電特性を有する
微細な配線形成に利用する焼結体型導電体層の作製を行う際には、金、銀、銅、白金、パ
ラジウム、ニッケルからなる金属種の群から選択される一種の金属からなる金属微粒子を
利用することが特に好ましい。同じく、表面に酸化被膜層を有する酸化金属微粒子を還元
した上で、生成する金属微粒子を原料として、低温焼結によって、良好な導電特性を有す
る微細な配線形成に利用する焼結体型導電体層の作製を行う際には、その原料として利用
する金属微粒子自体は、銀、銅、ニッケルからなる金属種の群から選択される一種の金属
からなる金属微粒子を利用することが特に好ましい。その他、本発明にかかる乾燥粉末状
の酸化金属微粒子は、金属酸化物を動作層に利用する各種のセンサの作製に利用すること
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も可能である。この金属酸化物を動作層に利用する各種センサの作製へ応用する際、例え
ば、スズ、亜鉛、アルミニウム、チタン、タングステンの酸化物からなる酸化金属微粒子
は、かかる各種センサの動作原理に適合したものとなる。
【００５５】
　加えて、本発明にかかる乾燥粉末状の金属微粒子または酸化金属微粒子においては、上
述する金属元素と配位的な結合が可能な基として、窒素、酸素、またはイオウ原子を含み
、これら原子の有する孤立電子対による配位的な結合が可能な基を有する化合物に代えて
、金属表面において、陽イオン性を帯びている金属原子に対して、クーロン力的な相互作
用により固定されるカルボン酸、あるいは、金属表面に対して、該金属の陽イオンと、塩
を構成して、カルボン酸塩の形態で固定される、カルボン酸陰イオン種により、その表面
が被覆されている金属微粒子または酸化金属微粒子であってもよい。すなわち、本発明の
第二の形態にかかる乾燥粉末状の金属微粒子または酸化金属微粒子の調製に用いる、かか
るクーロン力的な相互作用により固定されるカルボン酸、または、金属陽イオン種とカル
ボン酸陰イオン種からなるカルボン酸塩による被覆層を有する金属微粒子または酸化金属
微粒子は、例えば、アルキルアミンなどを被覆剤分子としている金属微粒子または酸化金
属微粒子を含む分散液中に、該カルボン酸を添加し、アルキルアミンなどの被覆剤分子を
遊離させ、その代わりに、該カルボン酸が、金属表面にクーロン力的な相互作用により固
定されるカルボン酸、または、金属陽イオン種とカルボン酸陰イオン種からなるカルボン
酸塩として、被覆層を形成している金属微粒子または酸化金属微粒子に変換することで作
製することができる。その際、添加されるカルボン酸の量は、出発原料とするアルキルア
ミンなどを被覆剤分子としている金属微粒子または酸化金属微粒子を含む分散液中に含ま
れる、アルキルアミンなどを被覆剤分子に存在する、金属元素と配位的な結合を形成する
際、窒素、酸素、またはイオウ原子上の孤立電子対を有する基の１モル量当たり、カルボ
ン酸中に存在するカルボキシ基が、該窒素、酸素、またはイオウ原子上の孤立電子対を有
する基を有する分子の遊離に利用される量として、おおよそ等モル量が消費され、それに
加えて、代わって被覆を達成する上で必要な過剰な添加量を０．８～１．２モル量に相当
する範囲に選択することが好ましい。
【００５６】
　あるいは、ガス中蒸発法を用いて、金属微粒子を調製する際、系内に該カルボン酸を、
蒸気として、あるいは、極めて微細なミスト状として浮遊させ、生成する金属微粒子の表
面に直接作用されることで、金属表面にクーロン力的な相互作用により固定されるカルボ
ン酸、または、金属陽イオン種とカルボン酸陰イオン種からなるカルボン酸塩として、被
覆層を形成している金属微粒子を作製してもよい。
【００５７】
　この表面をカルボン酸により被覆されている形態の、乾燥粉末状の金属微粒子または酸
化金属微粒子においては、前記金属微粒子あるいは酸化金属微粒子１００質量部に対して
、表面を被覆するカルボン酸一種以上が、総和として、５～３５質量部存在することが可
能である。
【００５８】
　本発明の第二の形態において、該カルボン酸が、金属表面にクーロン力的な相互作用に
より固定されるカルボン酸、または、金属陽イオン種とカルボン酸陰イオン種からなるカ
ルボン酸塩として、被覆層を形成している金属微粒子または酸化金属微粒子を、乾燥粉末
状とする操作において、上記の原料分散液中に遊離状態で混入している、アルキルアミン
などを被覆剤分子、余剰のカルボン酸、あるいは、該カルボン酸と付加塩を形成したアル
キルアミンなどの除去には、以下に述べる分散溶媒の蒸散、極性溶媒を用いた洗浄、洗浄
に利用した極性溶媒の蒸散除去・乾燥の手法を適用することが可能である。特には、前述
する本発明の第二の形態にかかる乾燥粉末状の金属微粒子または酸化金属微粒子において
、その表面被覆に利用されるカルボン酸として、炭素数２～１８の直鎖カルボン酸、例え
ば、炭素数８以上の長鎖カルボン酸である、ラウリン酸（ドデカン酸、融点：４４℃、沸
点：２２５℃（１００ｍｍＨｇ））、ミリスチン酸（テトラデカン酸、融点：５３．８℃
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および５７．５～５８℃の複融点、沸点：２４８．７℃（１００ｍｍＨｇ））、パルミチ
ン酸（ヘキサデカン酸、融点：６３～６４℃、沸点：３６０℃、２１５℃（１５ｍｍＨｇ
））、ステアリン酸（オクタデカン酸、融点：６９～７０℃、沸点：３８３℃、２３２℃
（１５ｍｍＨｇ）、９０～１００℃で徐々に揮発）などが挙げられる。
【００５９】
　ところで、上述する金属元素と配位的な結合が可能な基として、窒素、酸素、またはイ
オウ原子を含む基を有する化合物１種以上の被覆剤層を表面に有する金属微粒子は、分散
溶媒中に均一に分散されているが、分散溶媒としては、これら被覆剤分子自体は、室温に
おいて、相対的に低い溶解性を示す有機溶媒一種以上からなる分散溶媒を採用することで
、金属表面を被覆する被覆剤分子の溶出を回避している。また、分散液中には、余剰の被
覆剤分子が溶解して、金属表面を被覆する被覆剤分子の溶出を抑制している。そのため、
単に、分散溶媒を留去するのみでは、分散液中に溶解している、余剰の被覆剤分子が濃縮
され、被覆剤層を表面に有する金属微粒子相互が、この濃縮液により接着された凝集状態
となる。
【００６０】
　本発明の第一の形態にかかる乾燥粉末状の金属微粒子では、この余剰に存在している被
覆剤分子を、極性溶媒中に溶解し、予め除去した上で、極性溶媒に対しては、分散性の低
下した被覆剤層を表面に有する金属微粒子を沈澱させ、固液分離を容易に行っている。そ
のため、かかる極性溶媒による洗浄処理には、該被覆剤分子が前記有機溶媒に対する溶解
度よりも高い溶解度を示す極性溶媒一種以上を利用している。例えば、前記分散溶媒に利
用する、被覆剤分子自体が相対的に低い溶解性を有する有機溶媒として、トルエンなどの
芳香族炭化水素溶媒、ヘキサンなどの鎖式炭化水素溶媒など、極性を示さない、あるいは
、極性の小さな溶媒を利用することが好ましい。一方、被覆剤分子自体が、これら相対的
に溶解性の劣る前記有機溶媒と比較して、より高い溶解度を示す極性溶媒は、例えば、前
記有機溶媒に対する該被覆剤分子自体の溶解度を基準として、少なくとも、１０倍の溶解
度を示す極性溶媒を利用することが好ましい。すなわち、被覆剤分子自体が、例えば、前
記有機溶媒１００質量部当たり、１０質量部以下の溶解性を有する際には、室温において
、極性溶媒１００質量部当たり、被覆剤分子自体を１００質量部以上溶解可能なものを利
用することが望ましい。
【００６１】
　利用可能な極性溶媒としては、被覆剤分子自体は、前記窒素、酸素、またはイオウ原子
を含む基を有する化合物であり、アミノ基、ヒドロキシ基、スルファニル基を有する分子
の溶解に適する、アルコール溶媒、ニトリル溶媒、ケトン溶媒などを利用することができ
る。なお、最終的に乾燥粉末状の金属微粒子を回収する際、洗浄に用いた極性溶媒を、固
液分離により大半を除去し、残余する極性溶媒を蒸散させる手法を採用する。この蒸散を
、少なくとも、１００℃以下の温度で実施することが好ましく、そのため、沸点は、例え
ば、８０℃以下の低沸点の極性溶媒を利用することが好ましい。一方、最終的に残余する
極性溶媒を蒸散させる乾燥工程では、被覆剤分子として利用する窒素、酸素、またはイオ
ウ原子を含む基を有する化合物一種以上は、金属表面から離脱しない温度で、一方、極性
溶媒は速やかに蒸散可能な温度を選択して、乾燥を行う。
【００６２】
　なお、前記の極性溶媒を利用する洗浄を行うことで、余剰の被覆剤分子は除去されるが
、金属微粒子表面には、必要な被覆剤分子層が残留している状態とするため、洗浄後に残
る、窒素、酸素、またはイオウ原子を含む基を有する化合物一種以上の被覆量は、金属微
粒子１００質量部に対して、窒素、酸素、またはイオウ原子を含む基を有する化合物一種
以上を総和として、５～３５質量部の範囲に選択、調整する。
【００６３】
　より具体的には、平均粒子径が１～１００ｎｍである金属微粒子の表面上に、かかる被
覆剤分子層が、少なくとも、０．５ｎｍ以上存在する状態とする。平均粒子径が１ｎｍの
金属微粒子では、その被覆剤分子層は０．５ｎｍ～１ｎｍの範囲、一方、平均粒子径が１
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００ｎｍの金属微粒子では、その被覆剤分子層は、３０ｎｍ以内とすることが望ましい。
例えば、金属微粒子の平均粒子径を１～２０ｎｍの範囲に選択する際には、被覆剤分子層
の厚さは、少なくとも、０．５ｎｍ以上であって、金属微粒子の平均粒子径を基準として
、２／１０～８／１０の範囲に選択することが好ましい。なお、酸化金属微粒子の表面に
設ける被覆剤分子層も、前記の範囲内に選択することが望ましい。
【００６４】
　なお、本発明の第一の形態にかかる乾燥粉末状の酸化金属微粒子においても、原則的に
、上記の本発明の第一の形態にかかる乾燥粉末状の金属微粒子と同様の処理、構成を採用
する。
【００６５】
　また、本発明の第一の形態にかかる導電性配線パターンの形成方法、ならびに導電性薄
膜の形成方法において、乾燥粉末状の金属微粒子の塗着膜を描画した後、表面に清浄な金
属面が露呈している状態を保持した上で、平均粒子径を１～１００ｎｍの範囲に選択され
る金属微粒子相互を接触させ、少なくとも、１５０℃以上、３５０℃を超えない温度に加
熱処理することで焼結を行って、目的とする金属微粒子の緻密な焼結体層が形成される。
従って、前記の加熱処理は、例えば、不活性気体雰囲気または還元性雰囲気下において実
施し、金属微粒子表面における、酸化被膜の生成を回避する形態とすることが望ましい。
【００６６】
　一方、本発明の第一の形態にかかる導電性配線パターンの形成方法、ならびに導電性薄
膜の形成方法において、表面に金属酸化物膜を有する、酸化金属微粒子の塗着膜を描画し
た後、この酸化金属微粒子の表面に存在する金属酸化物被膜層を還元する工程では、加熱
温度を、少なくとも、１８０℃以上、３５０℃以下に選択して、還元能を有する化合物、
例えば、還元能を有する有機化合物の気体、あるいは蒸気の存在下、加熱処理を行うこと
で、かかる低い加熱温度においても、表面の金属酸化物の還元反応が速やかに進行できる
。一旦、表面に生成した、非酸化状態の金属原子と、その内部に存在する金属酸化物分子
との固相反応により、内部の金属酸化物は非酸化状態の金属原子に変換され、代わって表
面に金属酸化物が生成されるが、この表面に生成された金属酸化物は、継続して供給され
る還元能を有する有機化合物の還元作用によって、非酸化状態の金属原子まで還元される
。前記する一連の反応サイクルが繰り返される結果、当初は、酸化金属微粒子の深部まで
達していた金属酸化物被膜層は徐々に減少して、最終的には、微粒子全体が、金属微粒子
に復する。
【００６７】
　仮に、この金属微粒子に復した状態となった後、再び、大気中に放置し、長時間、大気
中の酸素分子などに接触させると、表面の再酸化が生じる。本発明の第一の形態にかかる
導電性配線パターンの形成方法では、再び、長時間大気に接触させることなく、還元能を
有する有機化合物の気体、あるいは蒸気の存在下、少なくとも、１８０℃以上、３５０℃
以下に選択される加熱温度によって、再生された金属微粒子の清浄な表面を相互に、密に
接触させる状態となっている結果、比較的に低温でも、速やかに焼結が進行し、塗着層の
全体において、再生された金属微粒子の緻密な焼結体層に形成される。なお、後述する実
施例に記載するように、一旦還元を終了した後、極短時間、酸素分子に接触させ、次いで
、再還元処理を施す、酸化・再還元処理により、段階的に焼結体形成を行うことも可能で
ある。
【００６８】
　すなわち、本発明の第一の形態にかかる乾燥粉末状の酸化金属微粒子を利用して、導電
性配線パターンを形成する方法では、最終的には、再生された金属微粒子の清浄な表面を
相互に、密に接触させる状態において、少なくとも、１８０℃以上、３５０℃以下に選択
される加熱温度によっても、速やかに焼結が進行することが可能な範囲に、利用する微粒
子の平均粒子径を選択することが望ましく、この観点から、使用する表面に金属酸化物被
膜層を有する酸化金属微粒子の平均粒子径は、１～１００ｎｍの範囲に、より好ましくは
、１～２０ｎｍの範囲に選択する。
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【００６９】
　さらに、本発明の第二の形態においても、本発明にかかる乾燥粉末状の金属微粒子また
は酸化金属微粒子として、上述のカルボン酸が、金属表面にクーロン力的な相互作用によ
り固定されるカルボン酸、または、金属陽イオン種とカルボン酸陰イオン種からなるカル
ボン酸塩として、被覆層を形成している金属微粒子または酸化金属微粒子を利用して、導
電性配線パターンを形成する際には、金属表面にクーロン力的な相互作用により固定され
るカルボン酸、または、金属陽イオン種とカルボン酸陰イオン種からなるカルボン酸塩の
形態から、一旦、カルボン酸陰イオンを、カルボン酸に変換して遊離させるなど、金属表
面より離脱させる処理と、同時に、金属陽イオン種を金属原子に復する処理が必要となる
。この処理は、還元性雰囲気下における酸化金属微粒子に対する還元処理に類する処理を
行うことで実施することが可能である。具体的には、カルボン酸塩（（－ＣＯＯ－）２Ｍ
２＋）の形態から、無水カルボン酸（－Ｃ（＝Ｏ）－Ｏ－Ｃ（＝Ｏ）－）と金属酸化物（
ＭＯ）の形態に不均化された後、金属酸化物（ＭＯ）は、還元処理によって、金属原子（
Ｍ）に復することができる。同時に、無水カルボン酸（－Ｃ（＝Ｏ）－Ｏ－Ｃ（＝Ｏ）－
）も、還元を受ける結果、例えば、アルデヒド（－ＣＨＯ）となり、金属表面から離脱が
なされる。
【００７０】
　一方、基板上に、該乾燥粉末状の酸化金属微粒子、あるいは金属微粒子を含有する塗着
層を、所望の配線パターンに描画する手法としては、乾式印刷法を利用する。その際、乾
燥粉末状の酸化金属微粒子、あるいは金属微粒子の表面には、かかる金属微粒子または酸
化金属微粒子に含まれる金属元素と配位的な結合が可能な基として、窒素、酸素、または
イオウ原子を含み、これら原子の有する孤立電子対による配位的な結合が可能な基を有す
る化合物一種以上により、適正な被覆率で被覆されている。一般に、基板材料表面への塗
着には、室温では、固体状のバインダー樹脂を介して行う。この固体状のバインダー樹脂
は、基板材料表面と高い密着性を有し、同時に、金属材料とも十分な密着性を示すものが
利用される。加えて、金属微粒子または酸化金属微粒子の表面を被覆・保護する被覆剤化
合物とも親和性を示す固体状のバインダー樹脂を選択することで、乾燥粉末状の金属微粒
子または酸化金属微粒子は、均一で、所望とする層厚を有する塗着層を形成可能である。
【００７１】
　前記乾式印刷法としては、繰り返し、同一の形状パターンを有する、粉末状粒子の塗着
層を高い再現性で形成する用途に適する、電子写真方式の画像形成方法が好適に利用でき
る。電子写真方式の画像形成方法においては、例えば、負に帯電した感光体に対して、露
光して、目的とするパターン形状に帯電領域を残留させ、この領域に、静電的にトナー粒
子を付着させ、その後、除帯電することで、目的の基材表面にトナー粒子像を転写する。
この転写されたトナー粒子像を定着するため、一般にトナー粒子中に含まれる固体状のバ
インダー樹脂を加熱して軟化させる、ローラー等により加圧して、圧接する処理が施され
る。そのため、乾燥粉末状の金属微粒子または酸化金属微粒子は、トナー用のバインダー
樹脂を用いて、トナー粒子の形態に成型される。このトナー粒子の平均径は、０．１　μ
ｍ～１０　μｍの範囲に選択される。具体的には、乾燥粉末状の金属微粒子または酸化金
属微粒子と、トナー用のバインダー樹脂とを混合し、バインダー樹脂中に乾燥粉末状の金
属微粒子または酸化金属微粒子が均一に混入した状態とした上で、前記の平均径の粉体に
粉砕または成型する。一方、トナー粒子においては、乾燥粉末状の金属微粒子または酸化
金属微粒子１００質量部当たり、バインダー樹脂　１～２０質量部を配合することが好ま
しい。通常、トナー用のバインダー樹脂としては、スチレン－アクリル樹脂が利用でき、
軟化点８０℃～２３０℃の範囲のものが好適に利用でき、例えば、基板材料として利用す
る、フィルム状のポリイミド樹脂に対して、良好な接着性を示す、スチレン－アクリル樹
脂、ポリエステル樹脂、エポキシ樹脂などを利用することが可能である。対応して、定着
工程においては、用いるトナー用バインダー樹脂の軟化点を若干超える程度の温度、例え
ば、１００℃～２５０℃の範囲に加熱し、一方、ローラーによる加圧は、ローラー線圧１
　ｋｇｆ／ｃｍ～２０　ｋｇｆ／ｃｍの範囲に選択することが好ましい。
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【００７２】
　加えて、作製される焼結体型導電体層を、金属微粒子、あるいは酸化金属微粒子を還元
して得られる金属微粒子に加えて、より平均粒子径の大きな金属粉末をも加えて、かかる
平均粒子径の大きな金属粉末相互の隙間を金属微粒子により充填する形態で、一体化した
焼結体型導電体層とすることも可能である。その場合、併用される平均粒子径の大きな金
属粉末は、予め表面の酸化被膜を除去したのち、前記のトナー粒子を作製する際、乾燥粉
末状の金属微粒子または酸化金属微粒子とともに、核粒子の一部として配合することが好
ましい。すなわち、トナー粒子を作製する時点において、乾燥粉末状の金属微粒子または
酸化金属微粒子と、平均粒子径の大きな金属粉末とが均一に混合され、かかる平均粒子径
の大きな金属粉末相互の隙間に、微細な平均粒子径を有する、乾燥粉末状の金属微粒子ま
たは酸化金属微粒子が緻密に配置されている配合状態を達成できる。結果として、作製さ
れる焼結体型導電体層においては、平均粒子径の大きな金属粉末相互の隙間を金属微粒子
により緻密に充填する形態に対して、焼結処理を施すことにより、これら金属粉末に対し
て、その表面に金属微粒子が融合し、同時に、金属微粒子相互も緻密な充密状態の焼結体
構造が形成されたものとなる。より具体的には、併用される金属粉末の周囲を覆うように
、金属微粒子相互も緻密な充密状態の焼結体構造が形成される際、金属微粒子の焼結体構
造においては、嵩体積の収縮が生じており、この嵩体積の収縮に伴い、全体の焼結体型導
電体層内において、金属粉末相互間では、その隙間を埋める金属微粒子の焼結体構造との
緊密な接触を介して、電気的な導通経路が構成されるものとなる。
【００７３】
　乾燥粉末状の金属微粒子または酸化金属微粒子と併用される、平均粒子径の大きな金属
粉末は、その平均粒子径は、最終的に作製される焼結体型導電体層の膜厚、ならびに、最
小線幅に応じて、適宜選択されるものである、具体的には、膜厚の均一性、パターン線幅
の均一性を維持する上では、併用する平均粒子径の大きな金属粉末に関して、その平均粒
子径は、少なくとも、目的とする焼結体型導電体層の膜厚の１／２以下、または、最小線
幅の１／５以下の範囲、より好ましくは、目標膜厚の１／１００～１／５の範囲、または
、最小線幅の１／１００～１／５の範囲となるように選択することが好ましい。一方、併
用される金属粉末を構成する金属材料には、一般に、利用する乾燥粉末状の金属微粒子ま
たは酸化金属微粒子を構成する金属種と同一、あるいは、焼結処理において、均一な合金
形成可能な金属種を選択することが好ましい。また、トナー粒子を作製する際、併用する
平均粒子径の大きな金属粉末と、乾燥粉末状の金属微粒子または酸化金属微粒子との配合
比率は、体積比率として、平均粒子径の大きな金属粉末の体積総和１００当たり、乾燥粉
末状の金属微粒子または酸化金属微粒子の体積総和を、少なくとも、５以上、好ましくは
、１０～１０００の範囲に選択することが好ましい。なお、乾燥粉末状の金属微粒子また
は酸化金属微粒子と、併用する平均粒子径の大きな金属粉末との総和１００質量部当たり
、バインダー樹脂　１～２０質量部を配合することが好ましい。一方、トナー粒子の平均
粒子径は、各トナー粒子中に確実に金属粉末が含まれる形態とする場合、当然、併用され
る金属粉末の平均粒子径よりも大きくなり、従って、トナー粒子の平均粒子径は、併用さ
れる金属粉末の平均粒子径の２～１００倍の範囲に選択することが好ましい。
【００７４】
　さらには、前記トナー用バインダー樹脂を用いずとも、本発明にかかる乾燥粉末状の金
属微粒子または酸化金属微粒子自体、表面は被覆剤分子で緻密に覆われているため、帯電
している感光ドラム表面に対して、静電的に付着させることが可能である。その後、除帯
電することで、目的の基材表面にこれら乾燥粉末状の金属微粒子または酸化金属微粒子を
転写することも可能である。基材表面に転写された、乾燥粉末状の金属微粒子または酸化
金属微粒子は、複数の微粒子が積層した形態であり、加熱しつつ、ローラー等により加圧
して、圧接する処理を施すことで、該金属微粒子または酸化金属微粒子の表面を被覆する
、被覆剤分子相互が部分的に融着し、また、基材表面に対して、被覆剤分子が融着した状
態で、定着化を図ることもできる。なお、この被覆剤分子相互の融着、ならびに、基材表
面に対する被覆剤分子の融着を達成するに必要な加熱温度は、利用している被覆剤分子が
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、部分的に遊離し、凝集相を形成可能な温度であるが、遊離した後、大半が気化・蒸散が
可能な沸点よりも、有意に低い温度を選択する。通常、この処理に用いる加熱温度は、６
０℃以上、２２０℃以下の範囲に選択される。すなわち、前記の温度範囲においては、被
覆剤分子の部分的な遊離は開始するが、微粒子の表面は、概ね、被覆剤分子で被覆された
状態を保持可能である。一方、加熱と同時に施す、ローラーよる加圧は、ローラー線圧１
ｋｇｆ／ｃｍ～２０ｋｇｆ／ｃｍの範囲に選択することが好ましい。定着化処理を終えた
後、塗着層を構成している金属微粒子または酸化金属微粒子に対して、上記のバインダー
樹脂を含むトナー粒子による塗着層における、還元処理、ならびに焼成処理と同様の処理
を施すことで、金属微粒子相互の焼結体型導電体層を形成することが可能である。
【００７５】
　その際、基材表面に対する、該焼結体型導電体層の固着は、一連の加熱処理後に残留し
ている被覆剤分子が、耐熱性を有する樹脂フィルムなどの基材表面近傍に凝集して、接着
層として機能することで達成される。従って、かかる乾燥粉末状の金属微粒子または酸化
金属微粒子自体を、電子写真方式の画像形成方法を利用して、描画・定着された塗着層と
し、最終的に、基材表面に固着された焼結体型導電体層とする上では、利用されている被
覆剤分子は、還元処理、ならびに、焼成処理における加熱処理を施した後にも、基材表面
近傍に凝集して、接着層として機能することが可能なものであることが必要である。少な
くとも、還元処理、ならびに、焼成処理における加熱処理に際して、その一部は気化・蒸
散するものの、相当部分が、その加熱温度においても、液体状態として存在可能である、
沸点が、１００℃～３００℃の範囲の被覆剤分子を選択することが好ましい。特には、本
発明にかかる乾燥粉末状の金属微粒子または酸化金属微粒子自体は、金属微粒子あるいは
酸化金属微粒子１００質量部に対して、被覆剤として利用する化合物一種以上の被覆量は
、総和として、５～３５質量部の範囲に選択、調整されているが、最終的に得られる基材
表面に固着された焼結体型導電体層中に残余する、被覆剤用化合物一種以上の総和は、か
かる焼結体型導電体層の重量、１００質量部当たり、１～１０質量部の範囲であることが
好ましい。
【００７６】
　電子写真方式の画像形成方法を利用する際には、その描画精度は、感光体に対する露光
の精度、ならびに、用いるトナー粒子の平均粒子径に依存している。また、描画により形
成される、トナー粒子塗着層の層厚は、単位面積当たりに転写されるトナー粒子の量に依
存し、通常、トナー粒子平均径を基準として、２倍～１００倍の範囲に設定することが可
能である。従って、本発明にかかる導電性配線パターンの形成方法においては、電子写真
方式の画像形成方法を利用することで、描画精度１２００ＤＰＩ相当以上、また、トナー
粒子塗着層の層厚は、１０μｍ～２００μｍの範囲に条件を選択可能である。
【００７７】
　上述の酸化金属微粒子を含むトナー粒子を用いた配線パターンの描画を終えた後、配線
基板は、例えば、図１に示した加熱処理（還元、焼成処理）装置内において、前記還元処
理と焼成処理を実施するため、還元能を有する化合物の存在下、加熱温度を少なくとも、
１８０℃以上、３５０℃以下に選択して、加熱することで、還元能を有する化合物を還元
剤とする、表面の酸化膜の還元がなされる。この還元剤として利用可能な還元能を有する
化合物としては、前記加熱温度において、対象とする金属酸化物を金属まで還元可能なも
のであり、前記加熱温度において、十分な蒸気圧（分圧）を示す蒸気として存在するもの
である限り、種々の化合物を利用することができる。本発明において利用可能な還元能を
有する化合物のうち、還元能を有する有機化合物の好適な例として、酸化によって、オキ
ソ基（＝Ｏ）またはホルミル基（－ＣＨＯ）へと変換可能なヒドロキシ基を有する有機化
合物を挙げることができ、必要に応じて、二種以上を併用することもできる。なかでも、
より好適な一例として、二以上のヒドロキシ基を有する有機化合物を挙げることができる
。具体的には、本発明において利用可能な還元能を有する有機化合物の好適な例には、メ
チルアルコール、エチルアルコール、イソプロピルアルコール（沸点：８２．４℃）、２
－ブチルアルコール、２－ヘキシルアルコールなどの脂肪族モノアルコール、エチレング
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リコール、プロピレングリコール（１，２－プロパンジオール、沸点：１８７．８５℃）
、グリセリン（１，２，３－プロパントリオール；沸点：２９０．５℃（分解））、１，
２－ブタンジオール、２，３－ブタンジオール（ｍｅｓｏ体、沸点：１８１．７℃（７４
２ｍｍＨｇ））などの脂肪族多価アルコール、１，２－シクロヘキサンジオール（ｃｉｓ
－体；沸点：１１６℃（１３ｍｍＨｇ））などの脂環式多価アルコール、ベンジルアルコ
ール、１－フェニルエタノール、ジフェニルカルビトール、ベンゾインなどの芳香族モノ
アルコール、ヒドロベンゾイン（沸点：２８５℃（７３０ｍｍＨｇ））などの芳香族多価
アルコールが含まれる。また、本発明において利用可能な還元能を有する化合物のうち、
気相から供給可能であって、還元能を有する無機化合物の好適な例として、水素（Ｈ２）
、ヒドラジン（Ｎ２Ｈ４；沸点　１１３．５℃）など、さらには、還元能を有する低沸点
の有機化合物の例として、ホルムアルデヒド（ＨＣＨＯ；沸点－１９．５℃）などを挙げ
ることができる。
【００７８】
　また、加熱処理中、系内に残存する水分との反応によって、１，２－ジオール化合物へ
と変換可能なエポキシ化合物、あるいは、１，３－ジオールに変換可能なオキセタン化合
物も、かかる反応を引き起こす水分が残存する、あるいは、還元反応により継続的に生成
される場合には、利用可能である。さらには、ヒドロキノンなどの芳香族ヒドロキノンも
、前記の還元剤として利用可能である。これらのヒドロキシ基を有する有機化合物は、そ
のヒドロキシ基（－ＯＨ）から、加熱下に酸化を受け、オキソ基（＝Ｏ）またはホルミル
基（－ＣＨＯ）へと変換される反応を利用して、酸化物中の金属をより酸化数の小さな状
態へと段階的に還元する作用を発揮する。
【００７９】
　一方、これらヒドロキシ基を有する有機化合物に由来する、ヒドロキシ基（－ＯＨ）か
ら、加熱下に酸化を受け、オキソ基（＝Ｏ）またはホルミル基（－ＣＨＯ）へと変換され
る結果、副生する反応生成物は、加熱によって、蒸発、気化することで、除去可能である
ことがより好ましい。
【００８０】
　前記還元処理においては、還元剤として利用する、還元能を有する無機化合物、あるい
は、還元能を有する有機化合物を、気相より供給しつつ、所定の加熱温度に加熱して、酸
化金属微粒子の表面に作用させて、還元を進める。水素（Ｈ２）、ヒドラジン（Ｎ２Ｈ４

；沸点　１１３．５℃）などの還元能を有する無機化合物は、前記加熱温度において、気
体分子として、所望の分圧となるように、不活性気体との混合ガスとして、雰囲気中に供
給することが望ましい。主に、気相から供給される還元能を有する無機化合物は、直接、
塗着層中の酸化金属微粒子間の隙間を介して、内部に達する機構によって、塗着層全体に
供給される。
【００８１】
　同様に、加熱処理中、存在させる還元能を有する有機化合物は、加熱処理を行う雰囲気
中に、かかる還元能を有する有機化合物を蒸気として、供給し、その分圧を維持すること
が好ましい。なお、上記の還元処理に伴い、還元能を有する有機化合物は消費されるため
、少なくとも、還元処理すべき、表面に金属酸化物被膜層を有する、酸化金属微粒子に含
有される、金属酸化物被膜の総量に応じて、還元能を有する有機化合物を供給することが
必要となる。加えて、かかる還元能を有する有機化合物を蒸気として供給する際には、金
属酸化物被膜の還元を行う加熱温度に応じて、適正な分圧と、単位時間当たり供給される
蒸気量を選択することが必要となる。気相から供給される還元能を有する有機化合物は、
直接、塗着層中の酸化金属微粒子間の隙間を介して、内部に達する機構による供給の他、
塗着層中に含まれるバインダー樹脂の軟化物、溶融物中にも一部溶解して、酸化金属微粒
子に達する機構も、その供給過程に寄与する。
【００８２】
　また、還元能を有する有機化合物を蒸気として供給する際、塗着層中に含有される表面
に金属酸化物被膜層を有する酸化金属微粒子が、該金属種として１モル量に相当する総重
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量当たり、還元能を有する有機化合物中の酸化を受けるヒドロキシ基（－ＯＨ）が、１～
５０モル量の範囲となる化合物量を蒸気として供給することが好ましい。あるいは、加熱
処理の雰囲気中に存在させる、還元能を有する有機化合物の蒸気圧を、１００～２０００
ｈＰａの範囲となるように選択することが好ましい。
【００８３】
　加えて、その後、焼成を目的とする加熱処理の雰囲気中には、一旦還元された金属微粒
子表面の再酸化を回避するため、例えば、窒素などの不活性ガス雰囲気中に保つことが好
ましい。
【００８４】
　なお、かかる加熱処理温度は、利用する還元能を有する有機化合物の反応性を考慮して
、適宜選択すべきものであり、少なくとも、３５０℃以下の範囲で、例えば、１８０℃以
上、通常、２５０℃以上の範囲に選択することが好ましい。加えて、処理装置内に設置さ
れるプリント基板自体の材質に応じた耐熱特性を満足する温度範囲内、３００℃以下、例
えば、１８０℃～３００℃の範囲に維持されるように、温度の設定・調節を行う。前記の
設定温度、還元剤の濃度、蒸気圧、反応性などの条件にも依存するものの、還元処理と焼
成処理の時間は、１分間～１時間、好ましくは、５分間～３０分間の範囲に選択すること
が可能である。具体的には、酸化金属微粒子表面を覆う金属酸化物被膜層の厚さ、ならび
に、その還元に要する時間を考慮した上で、設定温度、処理時間を適宜選択する。
【００８５】
　配線パターンの描画は、微粒子を含むトナー粒子を用いて、電子写真方式の画像形成方
法を利用する際、描画可能なパターンは、最小配線幅は、１０μｍ～２００μｍの範囲、
実用的には、２０μｍ～１００μｍの範囲、対応する最小の配線間スペースは、１０μｍ
～２００μｍの範囲、実用的には、２０μｍ～１００μｍの範囲に対応でき、この範囲に
おいて、良好な線幅均一性・再現性を達成することができる。加えて、得られる配線層は
、界面に酸化物皮膜の介在の無い、金属微粒子の焼結体層となり、前記の最小配線幅にお
ける、その体積固有抵抗率も、少なくとも３０×１０－６Ω・ｃｍ以下、多くの場合、１
０×１０－６Ω・ｃｍ以下とすることができ、良好な導通特性を達成できる。また、描画
に電子写真方式の画像形成方法を利用する際、形成可能な導電体薄膜の平均膜厚は、７μ
ｍ～１５０μｍの範囲、実用的には、１０μｍ～１００μｍの範囲に選択することができ
、良好な表面平坦性と膜厚の均一性を高い再現性で達成することができる。
【００８６】
　なお、本発明の第一の形態にかかる乾燥粉末状の金属微粒子または酸化金属微粒子自体
は、良好な分散状態の極めて微細な微粒子として利用可能であるという利点を持つので、
例えば、高い沸点を示す分散溶媒中に再度均一に分散して、所望の分散濃度と液粘度に調
整される金属微粒子分散液または酸化金属微粒子分散液の調製に利用することができる。
例えば、金属微粒子分散液あるいは酸化金属微粒子分散液を利用して、超ファインな配線
パターンを形成する際には、用いる描画手法に適合する液粘度を有する分散液とする必要
がある。具体的には、スクリーン印刷法を利用する際には、描画後の滲みを許容範囲に留
める上では、分散液の液粘度を５０～２００Ｐａ・ｓ（２５℃）の範囲に調整することが
望ましい。一方、インクジェット印刷法を利用する際には、所望の微細な液滴として、微
少な口径の吐出口より噴出可能とする上では、分散液の液粘度を５～３０ｍＰａ・ｓ（２
５℃）の範囲に調整することが望ましい。
【００８７】
　加えて、スクリーン印刷法、インクジェット印刷法の何れを用いる際にも、その印刷作
業に利用する分散液から、用いている分散溶媒が急速に蒸散する結果、液粘度の増加が進
行すると、均一な描画精度の維持が困難となる。換言するならば、その印刷作業において
、使用中の分散液中に含まれる分散溶媒の蒸散量を僅かなものとすることが可能な、蒸気
圧の小さな分散溶媒を利用することが望ましい。具体的には、沸点が、少なくとも、１０
０℃以上、好ましくは、１５０℃以上の高い沸点を有する分散溶媒を利用する分散液とす
ることが望ましい。一方、金属微粒子分散液あるいは酸化金属微粒子分散液を利用して、
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超ファインな配線パターンを形成する際には、分散液塗布層に対して、加熱処理を施す間
に、分散溶媒を蒸散させるとともに、酸化金属微粒子の還元を進め、最終的には、金属微
粒子相互の焼結を完成させる。従って、利用される分散溶媒は、前記加熱処理工程の温度
において、速やかに蒸散可能であることが望ましく、その沸点は、高くとも、３００℃以
下、好ましくは、２５０℃以下であることが望ましい。
【００８８】
　すなわち、本発明の第一の形態にかかる金属微粒子分散液は、上で説明した、その表面
は、かかる金属微粒子に含まれる金属元素と配位的な結合が可能な基として、窒素、酸素
、またはイオウ原子を含む基を有する化合物１種以上により被覆された状態の金属微粒子
を、一旦、本発明の第一の形態にかかる乾燥粉末状の金属微粒子とした上で、利用目的に
適合する分散溶媒中に、所望の液粘度を示す分散液となる分散濃度で分散するものである
。例えば、微細な配線パターンの描画にスクリーン印刷を利用する際には、本発明の第一
の形態にかかる乾燥粉末状の金属微粒子を再分散させる分散溶媒として、沸点１００℃以
上３００℃以下の高沸点溶媒を用いて、前記分散溶媒の含有比率を、該金属微粒子１００
質量部あたり、３～２５質量部の範囲、好ましくは、５～２０質量部の範囲に選択するこ
とにより、得られる金属微粒子分散液粘度を、５０～２００Ｐａ・ｓ（２５℃）の範囲に
調整する、ペースト状の金属粒子分散液とすることが好ましい。あるいは、微細な配線パ
ターンの描画にスクリーン印刷を利用する際には、本発明の第一の形態にかかる乾燥粉末
状の酸化金属微粒子を再分散させる分散溶媒として、沸点１００℃以上３００℃以下の高
沸点溶媒を用いて、前記分散溶媒の含有比率を、該酸化金属微粒子１００質量部あたり、
３～２５質量部の範囲、好ましくは、３～１５質量部の範囲に選択することにより、得ら
れる酸化金属微粒子分散液粘度を、５０～２００Ｐａ・ｓ（２５℃）の範囲に調整する、
ペースト状の酸化金属粒子分散液とすることが好ましい。
【００８９】
　一方、微細な配線パターンの描画にインクジェット印刷を利用する際には、本発明の第
一の形態にかかる乾燥粉末状の金属微粒子を再分散させる分散溶媒として、沸点１００℃
以上３００℃以下の高沸点溶媒を用いて、前記分散溶媒の含有比率を、該金属微粒子１０
０質量部あたり、３０～８０質量部の範囲、好ましくは、４０～８０質量部の範囲に選択
することにより、得られる金属微粒子分散液粘度を、５～３０ｍＰａ・ｓ（２５℃）の範
囲に調整する、高流動性の金属微粒子分散液とすることが好ましい。あるいは、微細な配
線パターンの描画にインクジェット印刷を利用する際には、本発明の第一の形態にかかる
乾燥粉末状の酸化金属微粒子を再分散させる分散溶媒として、沸点１００℃以上３００℃
以下の高沸点溶媒を用いて、前記分散溶媒の含有比率を、該酸化金属微粒子１００質量部
あたり、３０～７０質量部の範囲、好ましくは、４０～６５質量部の範囲に選択すること
により、得られる金属微粒子分散液粘度を、５～３０ｍＰａ・ｓ（２５℃）の範囲に調整
する、高流動性の酸化金属微粒子分散液とすることが好ましい。
【００９０】
　特に、本発明の第一の形態にかかる乾燥粉末状の金属微粒子、あるいは、乾燥粉末状の
酸化金属微粒子は、調製過程において、出発原料の分散液中に含まれる、表面被覆層を有
する金属微粒子、あるいは、表面被覆層を有する酸化金属微粒子において利用される被覆
剤用化合物を、別種の被覆剤用化合物へと置き換えすることが可能である。また、本発明
の第一の形態にかかる乾燥粉末状の金属微粒子、あるいは、乾燥粉末状の酸化金属微粒子
を再分散して、分散液を調製する際、利用される分散溶媒には、出発原料の分散液におい
て利用されていた分散溶媒と異なるものを利用することができる。従って、被覆剤用化合
物の置換、再分散溶媒の選択によって、本発明の第一の形態にかかる乾燥粉末状の金属微
粒子、あるいは、乾燥粉末状の酸化金属微粒子を再分散して得られる分散液中において、
含有される表面被覆層を有する金属微粒子、あるいは、表面被覆層を有する酸化金属微粒
子は、再分散に使用する分散溶媒に対して、利用される被覆剤用化合物の種類、ならびに
、その被覆量を最適なものとすることが可能である。
【００９１】
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　なお、出発原料の分散液中に含まれる、表面被覆層を有する金属微粒子、あるいは、表
面被覆層を有する酸化金属微粒子において利用される被覆剤用化合物を、別種の被覆剤用
化合物へと置き換える際、該別種の被覆剤用化合物として、ジブチルアミノプロピルアミ
ン、ビス（２－エチルヘキシル）アミノプロピルアミンなどの一方のアミノ基上にアルキ
ル置換を有するジアミン化合物を含むジアミン類、ブトキシプロピルアミン、２－エチル
ヘキシロキシプロピルアミンなどの、Ｏ－アルキル置換を有するヒドロキシアミン化合物
を含むヒドロキシアミン類、ビス２－エチルヘキシルアミン、２－エチルヘキシルアミン
などの分枝のアルキル基を有するモノアミン類を利用することが好ましい。例えば、直鎖
状のアルキル基を有するアミン類から分枝のアルキル基を有するアミン類への置き換え、
あるいは、モノアルキルアミン類からジアルキルアミン類への置き換え、モノアミン類か
ら前記ジアミン類やヒドロキシアミン類への置き換えを施すことが望ましい。前述する別
種の被覆剤用化合物への置き換えを施した上で、再分散用の溶媒として、好ましくは、沸
点が２００℃～３００℃の範囲であり、極性を有していない、あるいは、極性の低い溶媒
を使用する、分散液を調製することが望ましい。その際、再分散用の溶媒として利用可能
な、沸点が２００℃～３００℃の範囲の、無極性または低極性の溶媒には、例えば、テト
ラデカン（沸点２５３．５７℃）などの長鎖のアルカンを含む炭素数１２～１８の飽和炭
化水素や、１－デカノール（沸点２３３℃）などの長鎖のアルカノールを含む炭素数９～
１６のヒドロキシ置換飽和炭化水素などを選択することが好ましい。
【００９２】
　また、本発明にかかる導電性配線パターンの形成方法では、上述する乾式塗着する手法
、あるいは、電子写真方式の画像形成方法を利用する他、前記の微細な配線パターンの描
画に、スクリーン印刷やインクジェット印刷を利用する手法を応用することも可能である
。すなわち、上記のスクリーン印刷に適する、本発明の第一の形態にかかるペースト状の
金属微粒子分散液や、インクジェット印刷に適する、本発明の第一の形態にかかる高流動
性の金属微粒子分散液を利用して、所望の配線パターン形状の金属微粒子分散液塗布層を
形成した後、３５０℃を超えない温度で加熱処理を施す。この加熱処理によって、金属微
粒子分散液塗布層中に含まれる高沸点溶媒を蒸散、除去し、同時に、金属微粒子分散液塗
布層中に含まれる金属微粒子の焼結処理を施す。すなわち、該焼成処理における加熱を施
す際、金属微粒子表面を被覆する窒素、酸素、イオウ原子を含む基を有する化合物が、金
属微粒子表面から解離し、金属微粒子相互の表面接触が達成され、金属微粒子相互の焼結
がなされ、良好な導電性を示す金属微粒子の焼結体層が形成される。
【００９３】
　また、上記のスクリーン印刷に適する、本発明の第一の形態にかかるペースト状の酸化
金属微粒子分散液や、インクジェット印刷に適する、本発明の第一の形態にかかる高流動
性の酸化金属微粒子分散液を利用して、所望の配線パターン形状の酸化金属微粒子分散液
塗布層を形成した後、還元性雰囲気下において、３５０℃を超えない温度で加熱処理を施
す。この還元性雰囲気下の加熱処理によって、酸化金属微粒子分散液塗布層中に含まれる
高沸点溶媒を蒸散、除去しつつ、塗布層中に含まれる酸化金属微粒子に対して、還元能を
有する化合物の液体、気体または蒸気を作用させ、該酸化金属微粒子の表面から還元処理
を行い、対応する金属微粒子に変換する。具体的には、この加熱処理によって、酸化金属
微粒子表面を被覆する窒素、酸素、イオウ原子を含む基を有する化合物が、酸化金属微粒
子表面から解離し、塗布層中に含まれる高沸点溶媒とともに蒸散が進行すると、それに伴
って、還元処理で復される金属微粒子相互の表面接触が達成され、これら金属微粒子相互
の焼結がなされる。
【００９４】
　本発明の第一の形態にかかる酸化金属微粒子分散液では、再分散に利用する分散溶媒と
して、酸化金属微粒子の還元処理に際し、その還元剤として利用可能な高沸点溶媒を利用
すると好ましい。例えば、上で、本発明において、酸化金属微粒子の還元に利用可能な還
元能を有する化合物のうち、還元能を有する有機化合物の好適な一例として示す、酸化に
よって、オキソ基（＝Ｏ）またはホルミル基（－ＣＨＯ）へと変換可能なヒドロキシ基を
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有する有機化合物であって、高沸点を示す分散溶媒としても利用可能なものを用いること
が可能である。例えば、沸点が、１００℃以上３００℃以下の範囲にある脂肪族アルコー
ル、なかでも、１－デカノール（融点６．８８℃、沸点２３２℃）などの炭素数４～１４
の長鎖アルコールなどが好適に利用できる。なお、酸化金属微粒子表面を被覆する窒素、
酸素、イオウ原子を含む基を有する化合物を容易に溶出可能な極性溶媒は、沸点が目的の
範囲内であっても、再分散溶媒としては、通常望ましくない。
【００９５】
　一方、本発明の第一の形態にかかる酸化金属微粒子分散液でも、再分散に利用する分散
溶媒として、金属微粒子表面を被覆する窒素、酸素、イオウ原子を含む基を有する化合物
を容易に溶出可能な極性溶媒は、沸点が目的の範囲内であっても、再分散溶媒としては、
一般に望ましくない。従って、沸点が、１００℃以上３００℃以下の範囲にある非極性溶
媒、例えば、テトラデカン（融点５．８６℃、沸点２５３．５７℃）などの鎖式の炭化水
素溶媒、市販溶媒のＡＦ７（沸点２５９～２８２℃、新日本石油製）、ターピネオール（
沸点２１７～２１８℃）などが好適に利用できる。
【００９６】
　本発明にかかる導電性配線パターンの形成方法において、微細な配線パターンの描画に
、スクリーン印刷やインクジェット印刷を利用する手法を応用する際、再現性よく描画可
能な微細な配線パターンの最小線幅／スペース幅は、スクリーン印刷とインクジェット印
刷とでは相違している。スクリーン印刷法を利用する場合には、塗布されるペースト状の
分散液の塗布膜厚は、５μｍ～３０μｍの範囲に選択することが望ましく、対応して、再
現性よく描画可能な微細な配線パターンの最小線幅／スペース幅は、２０μｍ／２０μｍ
～５００μｍ／５００μｍの範囲となる。一方、インクジェット印刷法を利用する場合に
は、高流動性の分散液の微細液滴をスポット状に塗布し、これらスポット状塗布を重ね合
わせて、全体の描画形状と塗布膜厚を構成する。そのため、描画精度は、微細液滴の個々
スポット形状、例えば、スポット径に依存したものとなる。通常、インクジェット印刷法
を利用する際には、良好な外形精度で、再現性よく描画可能な微細な配線パターンの最小
線幅／スペース幅は、１μｍ／１μｍ～５００μｍ／５００μｍの範囲であり、一方、ス
ポット状塗布を重ね合わせによって、形成可能な塗布膜厚は、２μｍ～３０μｍの範囲と
なる。インクジェット印刷法によって形成される、分散液の塗布膜は、分散溶媒を相当量
含むものであり、最終的には、この分散溶媒が蒸散し、形成される焼結体層の膜厚は、通
常、分散液塗布膜の膜厚の１／５～１／２０程度となる。
【実施例】
【００９７】
　以下に、実施例を示し、本発明をより具体的に説明する。これら実施例は、本発明にお
ける最良の実施形態の一例ではあるものの、本発明はこれら実施例により限定を受けるも
のではない。
【００９８】
　（実施例１）
　銀微粒子分散液から、下記の手順で乾燥粉末状の銀微粒子を調製した。
【００９９】
　銀微粒子原料として、市販されている銀の超微粒子分散液（商品名：独立分散超微粒子
Ａｇ１Ｔ　真空冶金製）、具体的には、銀超微粒子３５質量部、アルキルアミンとして、
ドデシルアミン（分子量１８５．３６、沸点２４８℃）７質量部、有機溶剤として、トル
エン５８質量部を含む、平均粒子径３ｎｍの銀微粒子の分散液を利用した。
【０１００】
　１Ｌのナス型フラスコ中にて、銀超微粒子分散液Ａｇ１Ｔ、５００ｇ（Ａｇ３５ｗｔ％
含有）に、ジブチルアミノプロピルアミン（沸点２３８℃：広栄化学工業製）を８７．５
ｇ（Ａｇ固形分に対して５０ｗｔ％）を添加・混合し、８０℃で１時間加熱攪拌した。攪
拌終了後、減圧濃縮により、Ａｇ１Ｔ中に含まれるトルエンを脱溶媒した。
【０１０１】
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　脱溶媒後の混合物を２Ｌのビーカーに移し、極性溶媒メタノール、１，０００ｇを添加
して、常温で３分間攪拌後、静置した。前記処理において、銀微粒子は、メタノールを添
加、攪拌し、静置する間に、ビーカー底部に沈降した。一方、上澄みには、混合物中に含
有される、不要な有機成分が溶解し、茶褐色のメタノール溶液が得られた。この上澄み層
を除去した後、再度、沈降物にメタノール、８００ｇを添加、攪拌、静置し、銀微粒子を
沈降させた後、上澄みのメタノール層を除去した。同上澄みメタノール層の着色状態を観
察しながら、さらに、沈降物にメタノール、５００ｇを添加し、同様の操作を繰り返した
。次いで、沈降物にメタノール、３００ｇを添加し、攪拌、静置を行った時点で、上澄み
メタノール層を目視した範囲では、着色は見出されなくなった。この上澄みメタノール層
を除去した後、ビーカー底部に沈降した銀微粒子中に残余するメタノール溶液を揮発させ
、乾燥を行ったところ、青色の微粉末が得られた。この乾燥粉末は、単一分子層程度の被
覆層として、銀微粒子表面に上記のアミン化合物が残留し、余剰のアミン化合物はメタノ
ールを利用する洗浄によって除去されている。なお、乾燥粉末中には、銀微粒子が８２質
量％、その表面の被覆層として、アミン化合物の総和が１８質量％の比率で存在していた
。
【０１０２】
　すなわち、得られる乾燥粉末中では、銀（密度：１０．５００ｇ／ｃｍ３）の微粒子の
表面を、ジブチルアミノプロピルアミン（密度：０．８２７ｇ／ｃｍ３）が被覆する粒子
となっており、平均粒子径３ｎｍの銀微粒子の表面に、平均厚さ１．７ｎｍのジブチルア
ミノプロピルアミン被覆層が形成されているものに相当する。
【０１０３】
　（実施例２）
　金微粒子分散液から、下記の手順で乾燥粉末状の金微粒子を調製した。
【０１０４】
　金微粒子原料として、市販されている金の超微粒子分散液（商品名：独立分散超微粒子
Ａｕ１Ｔ　真空冶金製）、具体的には、金超微粒子３０質量部、アルキルアミンとして、
ドデシルアミン（分子量１８５．３６、沸点２４８℃）７質量部、有機溶剤として、トル
エン６３質量部を含む、平均粒子径５ｎｍの金微粒子の分散液を利用した。
【０１０５】
　１Ｌのナス型フラスコ中にて金超微粒子分散液Ａｕ１Ｔ、３００ｇ（Ａｕ３０ｗｔ％含
有）に、２－エチルヘキシルアミン（沸点１６９℃：広栄化学工業製）を４５ｇ（Ａｕ固
形分に対して５０ｗｔ％）を添加・混合し、８０℃で１時間加熱攪拌した。攪拌終了後、
減圧濃縮により、Ａｕ１Ｔに含まれるトルエンを脱溶媒した。
【０１０６】
　脱溶媒後の混合物を２Ｌのビーカーに移し、極性溶媒アセトニトリル、６００ｇを添加
して、常温で３分間攪拌後、静置した。金微粒子はアセトニトリルを添加、攪拌し、静置
する間にビーカー底部に沈降した。一方、上澄みには、混合物中に含有される、不要な有
機成分が溶解し、茶褐色のアセトニトリル溶液が得られた。この上澄み層を除去した後、
再度、沈降物にアセトニトリル、５００ｇを添加、攪拌、静置し、金微粒子を沈降させた
後、上澄みのアセトニトリル層を除去した。同上澄みアセトニトリル層の着色状態を観察
しながら、さらに、沈降物にアセトニトリル、４００ｇを添加し、同様の操作を繰り返し
た。次いで、前段の沈降物にアセトニトリル、３００ｇを添加し、攪拌、静置を行った時
点で、上澄みアセトニトリル層に目視した範囲では、着色は見出されなくなった。
【０１０７】
　この上澄みアセトニトリル層を除去した後、ビーカー底部に沈降した金微粒子中に残余
するアセトニトリル溶液を揮発させ、乾燥を行ったところ、黒褐色の微粉末が得られた。
この乾燥粉末は、単一分子層程度の被覆層として、金微粒子表面に上記のアミン化合物が
残留し、余剰のアミン化合物はアセトニトリルを利用する洗浄によって除去されている。
なお、乾燥粉末中には、金微粒子が９０質量％、その表面の被覆層として、アミン化合物
が総和で１０質量％の比率で存在していた。
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【０１０８】
　すなわち、得られる乾燥粉末中では、金（密度：１９．３００ｇ／ｃｍ３）の微粒子の
表面を、２－エチルヘキシルアミン（密度：０．７８９ｇ／ｃｍ３）が被覆する粒子とな
っており、平均粒子径５ｎｍの金微粒子の表面に、平均厚さ２．７ｎｍの２－エチルヘキ
シルアミン被覆層が形成されているものに相当する。
【０１０９】
　（実施例３）
　酸化銅微粒子の形態を有している、銅微粒子分散液から、下記の手順で乾燥粉末状の酸
化銅微粒子を調製した。
【０１１０】
　銅微粒子原料として、市販されている銅の超微粒子分散液（商品名：独立分散超微粒子
Ｃｕ１Ｔ　真空冶金製）、具体的には、銅超微粒子３０質量部、アルキルアミンとして、
ドデシルアミン（分子量１８５．３６、沸点２４８℃）７質量部、有機溶剤として、トル
エン６３質量部を含む、平均粒子径５ｎｍの銅微粒子の分散液を利用した。なお、前記銅
微粒子は、その表面に酸化被膜を有しており、酸化銅微粒子の形態を有している。
【０１１１】
　１Ｌのナス型フラスコ中にて、銅超微粒子分散液Ｃｕ１Ｔ、１，０００ｇ（Ｃｕ３０ｗ
ｔ％含有）に、２－エチルヘキシルアミン（沸点１６９℃：広栄化学工業製）を１５０．
０ｇ（Cｕ固形分に対して５０ｗｔ％）を添加・混合し、８０℃で１時間加熱攪拌した。
攪拌終了後、減圧濃縮により、Ｃｕ１Ｔに含まれるトルエンを脱溶媒した。
【０１１２】
　脱溶媒後の混合物を２Ｌのビーカーに移し、極性溶媒メタノール、１，０００ｇを添加
して、常温で３分間攪拌後、静置した。前記処理において、酸化銅微粒子は、メタノール
を添加、攪拌し、静置する間に、ビーカー底部に沈降した。一方、上澄みには、混合物中
に含有される、不要な有機成分が溶解し、茶褐色のメタノール溶液が得られた。この上澄
み層を除去した後、再度、沈殿物にメタノール、８００ｇを添加、攪拌、静置し、酸化銅
微粒子を沈降させた後、上澄みのメタノール溶液層を除去した。同上澄みメタノール層の
着色状態を観察しながら、さらに沈降物にメタノール、５００ｇを添加し、同様の操作を
繰り返した。次いで前段の沈殿物にメタノール、３００ｇを添加し、攪拌、静置を行った
時点で上澄みメタノール層に目視した範囲では、着色は見出されなくなった。この上澄み
メタノール層を除去した後、ビーカー底部に沈降した酸化銅微粒子中に残余するメタノー
ル溶液を揮発させ、乾燥を行ったところ、黒色の微粉末が得られた。この乾燥粉末中に含
まれる酸化銅微粒子は８１質量％であり、その微粒子表面には、アミン化合物が単一分子
層程度の被覆層として残余していた。この残余しているアミン化合物の総和は、乾燥粉末
全体に対して、１９質量％に相当する。
【０１１３】
　すなわち、得られる乾燥粉末中では、酸化銅（密度：６．３１５ｇ／ｃｍ３）の表面被
膜を有する微粒子の表面を、２－エチルヘキシルアミン（密度：０．７８９ｇ／ｃｍ３）
が被覆する粒子となっており、平均粒子径５ｎｍの酸化銅微粒子の表面に、平均厚さ２．
１ｎｍの２－エチルヘキシルアミン被覆層が形成されているものに相当する。
【０１１４】
　（実施例４）
　銀微粒子分散液から、下記の手順で乾燥粉末状の銀微粒子を調製した。
【０１１５】
　銀微粒子原料として、市販されている銀の超微粒子分散液（商品名：独立分散超微粒子
Ａｇ１Ｔ　真空冶金製）、具体的には、銀超微粒子３５質量部、アルキルアミンとして、
ドデシルアミン（分子量１８５．３６、沸点２４８℃）７質量部、有機溶剤として、トル
エン５８質量部を含む、平均粒子径３ｎｍの銀微粒子の分散液を利用した。
【０１１６】
　１Ｌのナス型フラスコ中にて、銀超微粒子分散液Ａｇ１Ｔ、５００ｇ（Ａｇ３５ｗｔ％
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含有）に、ミリスチン酸（沸点２４８．７℃（１００ｍｍＨｇ）：分子量２２８．３８）
を３５０ｇ（Ａｇ固形分に対して２００ｗｔ％）を添加・混合し、８０℃で１時間加熱攪
拌した。攪拌終了後、減圧濃縮により、Ａｇ１Ｔ中に含まれるトルエンを脱溶媒した。
【０１１７】
　脱溶媒後の混合物を２Ｌのビーカーに移し、極性溶媒アセトン、１，０００ｇを添加し
て、常温で３分間攪拌後、静置した。前記処理において、銀微粒子は、アセトンを添加、
攪拌し、静置する間に、ビーカー底部に沈降した。一方、上澄みには、混合物中に含有さ
れる、不要な有機成分が溶解し、茶褐色のアセトン溶液が得られた。この上澄み層を除去
した後、再度、沈降物にアセトン８００ｇを添加、攪拌、静置し、銀微粒子を沈降させた
後、上澄みのアセトン層を除去した。同上澄みアセトン層の着色状態を観察しながら、さ
らに、沈降物にアセトン５００ｇを添加し、同様の操作を繰り返した。次いで、沈降物に
アセトン３００ｇを添加し、攪拌、静置を行った時点で、上澄みアセトン層を目視した範
囲では、着色は見出されなくなった。この上澄みアセトン層を除去した後、ビーカー底部
に沈降した銀微粒子中に残余するアセトン溶液を揮発させ、乾燥を行ったところ、青色の
微粉末が得られた。この乾燥粉末は、単一分子層程度の被覆層として、銀微粒子表面に上
記のミリスチン酸が残留し、当初の被覆層分子のアミン化合物ならびに余剰のミリスチン
酸はアセトンを利用する洗浄によって除去されている。なお、乾燥粉末中には、銀微粒子
が８４質量％、その表面の被覆層として、ミリスチン酸が１６質量％の比率で存在してい
た。
【０１１８】
　（比較例１）
　前記実施例１における、トルエンを脱溶媒した段階の混合物に相当する、スラリー状銀
微粒子混合物を作製した。
【０１１９】
　銀微粒子原料として、実施例１と同じ組成の銀超微粒子分散液（商品名：独立分散超微
粒子Ａｇ１Ｔ　真空冶金製）を利用した。
【０１２０】
　１Ｌのナス型フラスコ中にて、銀超微粒子分散液Ａｇ１Ｔ、５００ｇ（Ａｇ３５ｗｔ％
含有）に、ジブチルアミノプロピルアミン（沸点２３８℃：広栄化学工業製）を８７．５
ｇ（対Ａｇ固形分に対して５０ｗｔ％）、添加・混合し、８０℃で１時間加熱攪拌した。
攪拌終了後、減圧濃縮により、Ａｇ１Ｔ中に含まれるトルエンを脱溶媒した。
【０１２１】
　この段階では、添加したジブチルアミノプロピルアミンならびにドデシルアミンが残余
した青褐色のスラリー状であった。このスラリー状の混合物中に含まれる銀微粒子は５９
質量％であり、前述のアミン化合物が、総和で４１質量％の比率で残っていた。
【０１２２】
　（実施例５）
　乾燥粉末状の銀微粒子を含むトナー粒子を下記の手順で作製した。
【０１２３】
　実施例１の条件で作製される、乾燥粉末状の銀微粒子１００ｇ当たり、プリンター・ト
ナー用のスチレン－アクリル樹脂２．０ｇを混合して、核粒子として、銀微粒子を含み、
バインダー樹脂層をなすスチレン－アクリル樹脂中に該核粒子が含有されている、平均粒
径１μｍのトナー粒子を形成した。なお、前記トナーのバインダー樹脂用途のスチレン－
アクリル樹脂は、軟化点１３５℃の樹脂である。
【０１２４】
　電子写真方式の複写機を用いて、このトナー粒子を利用して、フィルム状のポリイミド
基板表面に、所望の回路パターンを前記トナー像として、転写形成した。なお、かかる電
子写真方式による描画では、感光ドラムを負の極性に帯電させ、描画される回路パターン
に対応させ、この感光ドラム表面にネガまたはポジ型露光を施し、回路パターンに対応す
る静電潜像を形成している。その後、トナー粒子を静電潜像に対して、静電的に付着させ
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、現像して、トナー像とし、転写過程では、除帯電処理により、フィルム状のポリイミド
基板の表面にトナー像を転写する方式を採用している。フィルム状のポリイミド基板の表
面に、トナー粒子を転写した後、定着処理として、ローラー線圧　５　ｋｇｆ／ｃｍ、温
度１８０℃の条件で加熱圧着を施した。また、転写・定着されたトナー像における平均ト
ナー層層厚は、１０μｍであった。
【０１２５】
　バインダー樹脂層を介して、フィルム状のポリイミド基板表面に定着されているトナー
像に対して、２５０℃、１時間、加熱処理を施すことにより、トナー粒子中に含まれる銀
微粒子相互の焼成がなされ、銀導電体層が形成され、平均膜厚１０μｍの導体回路パター
ンとなった。かかる銀の導電体層の体積固有抵抗率は、１０．１μΩ・ｃｍであった。
【０１２６】
　（実施例６）
　乾燥粉末状の酸化銅微粒子を含むトナー粒子を下記の手順で作製した。
【０１２７】
　実施例３の条件で作製される、乾燥粉末状の酸化銅微粒子１００ｇ当たり、プリンター
・トナー用のスチレン－アクリル樹脂１．２ｇを混合して、核粒子として、酸化銅微粒子
を含み、バインダー樹脂層をなすスチレン－アクリル樹脂中に該核粒子が含有されている
、平均粒径１μｍのトナー粒子を形成した。なお、前記トナーのバインダー樹脂用途のス
チレン－アクリル樹脂は、軟化点１３５℃の樹脂である。
【０１２８】
　電子写真方式の複写機を用いて、このトナー粒子を利用して、フィルム状のポリイミド
基板表面に、所望の回路パターンを前記トナー像として、転写形成した。なお、かかる電
子写真方式による描画では、感光ドラムを負の極性に帯電させ、描画される回路パターン
に対応させ、この感光ドラム表面にネガまたはポジ型露光を施し、回路パターンに対応す
る静電潜像を形成している。その後、トナー粒子を静電潜像に対して、静電的に付着させ
、現像して、トナー像とし、転写過程では、除帯電処理により、フィルム状のポリイミド
基板の表面にトナー像を転写する方式を採用している。フィルム状のポリイミド基板の表
面に、トナー粒子を転写した後、定着処理として、ローラー線圧　５　ｋｇｆ／ｃｍ、温
度１８０℃の条件で加熱圧着を施した。また、転写・定着されたトナー像における平均ト
ナー層層厚は、１０μｍであった。
【０１２９】
　第一の処理として、バインダー樹脂層を介して、フィルム状のポリイミド基板表面に定
着されているトナー像に対して、このポリイミド基板を、表面を上にして、図１に示す密
閉された容器内に配置される、温度３００℃に予熱されたホットプレート上の所定の位置
に置き、密閉容器内にガス導入口５からグリセリン蒸気と窒素の混合気体（グリセリン蒸
気：窒素混合比率＝２０体積％：８０体積％）を導入し、トナー粒子の塗着層表面から吹
き付けつつ、還元能を有するグリセリン蒸気を含む雰囲気（グリセリン蒸気分圧：２００
　ｈＰａ）下で、３００℃、５分間の加熱処理を施した。該還元性雰囲気下での加熱処理
（第一の処理）により、トナー粒子中に含有される、酸化銅微粒子の表面酸化膜は還元さ
れ、銅微粒子に復する。このグリセリン蒸気／窒素ガスの混合気体は、３００℃に加熱し
たグリセリンの平衡蒸気圧の蒸気を、窒素キャリアガスにより、前記の組成に希釈した上
で供給している。
【０１３０】
　次いで、温度３００℃に加熱したまま、１０秒間、乾燥空気（酸素分子：窒素分子混合
比率＝２０体積％：８０体積％）を表面から吹き付け、金属表面の酸化処理を行い、また
、乾燥空気に代えて、前記グリセリン蒸気／窒素ガスの混合気体を表面から吹き付け、こ
の還元能を有するグリセリン蒸気を含む雰囲気下で、２分５０秒間保持して、再還元処理
を施す、酸化・再還元処理サイクルを、計５回繰り返す、第二の処理を施した。前記第一
の処理と第二の処理とを連続して実施した後、グリセリン蒸気／窒素ガスの混合気体を表
面から吹き付けつつ、室温まで放置、冷却した。また、前記乾燥空気は、予め水分を除去
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したものである。
【０１３１】
　以上の一連の処理に伴い、酸化銅微粒子の還元による銅微粒子への再生と、銅微粒子相
互の焼成がなされ、銅導電体層が形成され、平均膜厚８μｍの導体回路パターンとなった
。かかる銅の導電体層の体積固有抵抗率は、１３．２μΩ・ｃｍであった。
【０１３２】
　（実施例６－１）
　前記実施例６に記載される条件で形成される、乾燥粉末状の酸化銅微粒子を配合するト
ナー粒子を転写・定着したトナー像に、下記する手順で還元処理を施し、銅微粒子相互の
焼成を行って、銅導電体層を作製した。
【０１３３】
　かかるバインダー樹脂層を介して、フィルム状のポリイミド基板表面に定着されている
トナー像に対して、このポリイミド基板を、表面を上にして、図１に示す密閉された容器
内に配置される、温度３００℃に予熱されたホットプレート上の所定の位置に置き、密閉
容器内にガス導入口５からグリセリン蒸気と窒素の混合気体（グリセリン蒸気：窒素混合
比率＝２０体積％：８０体積％）を導入し、トナー粒子の塗着層表面から吹き付けつつ、
還元能を有するグリセリン蒸気を含む雰囲気（グリセリン蒸気分圧：２００　ｈＰａ）下
で、３００℃、１５分間の加熱処理を施した。該還元性雰囲気下での加熱処理の間に、ト
ナー粒子中に含有される、酸化銅微粒子の表面酸化膜が還元され、銅微粒子に復すると、
引き続き、銅微粒子相互の焼結が進行する。１５分間の加熱処理後、グリセリン蒸気／窒
素ガスの混合気体の吹き付けを継続したまま、室温まで放冷する。
【０１３４】
　なお、前記加熱処理工程で利用する、グリセリン蒸気／窒素ガスの混合気体は、３００
℃に加熱したグリセリンの平衡蒸気圧の蒸気を、窒素キャリアガスにより、前記の組成に
希釈した上で供給している。
【０１３５】
　以上の処理に伴い、酸化銅微粒子の還元による銅微粒子への再生と、銅微粒子相互の焼
成がなされ、銅導電体層が形成され、平均膜厚８μｍの導体回路パターンとなった。かか
る銅の導電体層の体積固有抵抗率は、１５．０μΩ・ｃｍであった。
【０１３６】
　上記の実施例６で利用する、還元処理後、酸化・再還元処理サイクルを繰り返しつつ、
銅導電体層の形成を行う手法と対比しても、この実施例６－１における手法で達成される
銅の導電体層の体積固有抵抗率は、遜色のないものである。
【０１３７】
　（実施例７）
　乾燥粉末状の酸化銅微粒子と、銅粉末とを含むトナー粒子を下記の手順で作製した。
【０１３８】
　実施例３の条件で作製される、乾燥粉末状の酸化銅微粒子３０ｇおよび三井金属製アト
マイズ銅粉１１００Ｙ（平均粒子径０．９μｍ）７０ｇとの混合粉体に、プリンター・ト
ナー用のスチレン－アクリル樹脂１．６ｇを混合して、バインダー樹脂層をなすスチレン
－アクリル樹脂中に、銅粉末と酸化銅微粒子とが核粒子として含有されている、平均粒径
　６μｍのトナー粒子を形成した。なお、前記トナーのバインダー樹脂用途のスチレン－
アクリル樹脂は、軟化点１３５℃である。
【０１３９】
　電子写真方式の複写機を用いて、このトナー粒子を利用して、フィルム状のポリイミド
基板表面に、所望の回路パターンを前記トナー像として、転写形成した。なお、かかる電
子写真方式による描画では、感光ドラムを負の極性に帯電させ、描画される回路パターン
に対応させ、この感光ドラム表面にネガまたはポジ型露光を施し、回路パターンに対応す
る静電潜像を形成している。その後、トナー粒子を静電潜像に対して、静電的に付着させ
、現像して、トナー像とし、転写過程では、除帯電処理により、フィルム状のポリイミド
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基板の表面にトナー像を転写する方式を採用している。フィルム状のポリイミド基板の表
面に、トナー粒子を転写した後、定着処理として、ローラー線圧　５　ｋｇｆ／ｃｍ、温
度１８０℃の条件で加熱圧着を施した。また、転写・定着されたトナー像における平均ト
ナー層層厚は、１５μｍであった。
【０１４０】
　第一の処理として、バインダー樹脂層を介して、フィルム状のポリイミド基板表面に定
着されているトナー像に対して、このポリイミド基板を、表面を上にして、図１に示す密
閉された容器内に配置される、温度３００℃に予熱されたホットプレート上の所定の位置
に置き、密閉容器内にガス導入口５からグリセリン蒸気と窒素の混合気体（グリセリン蒸
気：窒素混合比率＝２０体積％：８０体積％）を導入し、トナー粒子の塗着層表面から吹
き付けつつ、還元能を有するグリセリン蒸気を含む雰囲気（グリセリン蒸気分圧：２００
　ｈＰａ）下で、３００℃、５分間の加熱処理を施した。該還元性雰囲気下での加熱処理
（第一の処理）により、トナー粒子中に含有される、酸化銅微粒子の表面酸化膜は還元さ
れ、銅微粒子に復する。このグリセリン蒸気／窒素ガスの混合気体は、３００℃に加熱し
たグリセリンの平衡蒸気圧の蒸気を、窒素キャリアガスにより、前記の組成に希釈した上
で供給している。
【０１４１】
　次いで、温度３００℃に加熱したまま、１０秒間、乾燥空気（酸素分子：窒素分子混合
比率＝２０体積％：８０体積％）を表面から吹き付け、金属表面の酸化処理を行い、また
、乾燥空気に代えて、前記グリセリン蒸気／窒素ガスの混合気体を表面から吹き付け、こ
の還元能を有するグリセリン蒸気を含む雰囲気下で、２分５０秒間保持して、再還元処理
を施す、酸化・再還元処理サイクルを、計５回繰り返す、第二の処理を施した。前記第一
の処理と第二の処理とを連続して実施した後、グリセリン蒸気／窒素ガスの混合気体を表
面から吹き付けつつ、室温まで放置、冷却した。また、前記乾燥空気は、予め水分を除去
したものである。
【０１４２】
　以上の一連の処理に伴い、酸化銅微粒子の還元による銅微粒子への再生と、配合されて
いる銅粉末、ならびに銅微粒子相互の焼成がなされ、全体として、銅粉末と銅微粒子の一
体化がなされた銅導電体層が形成され、平均膜厚１５μｍの導体回路パターンとなった。
かかる銅の導電体層の体積固有抵抗率は、１５．８μΩ・ｃｍであった。
【０１４３】
　（実施例８）
　電子写真方式の複写機を用いて、実施例１の条件で作製される、平均粒子径３ｎｍの乾
燥粉末状銀微粒子をそのままトナー粒子として利用して、フィルム状のポリイミド基板表
面に、所望の回路パターンを前記トナー像として、転写形成した。なお、かかる電子写真
方式による描画では、感光ドラムを負の極性に帯電させ、描画される回路パターンに対応
させ、この感光ドラム表面にネガまたはポジ型露光を施し、回路パターンに対応する静電
潜像を形成している。その後、トナー粒子を静電潜像に対して、静電的に付着させ、現像
して、トナー像とし、転写過程では、除帯電処理により、フィルム状のポリイミド基板の
表面にトナー像を転写する方式を採用している。フィルム状のポリイミド基板の表面に、
トナー粒子を転写した後、定着処理として、ローラー線圧　５　ｋｇｆ／ｃｍ、温度１８
０℃の条件で加熱圧着を施した。また、転写・定着されたトナー像における平均トナー層
層厚は、１０μｍであった。
【０１４４】
　フィルム状のポリイミド基板表面に定着されているトナー像に対して、２５０℃、１時
間、加熱処理を施すことにより、定着トナー層中に含まれる銀微粒子相互の焼成がなされ
、銀導電体層が形成され、平均膜厚１０μｍの導体回路パターンとなった。かかる銀の導
電体層の体積固有抵抗率は、３．７μΩ・ｃｍであった。
【０１４５】
　（実施例９）
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　電子写真方式の複写機を用いて、実施例３の条件で作製される、平均粒子径５ｎｍの乾
燥粉末状酸化銅微粒子をそのままトナー粒子として利用して、フィルム状のポリイミド基
板表面に、所望の回路パターンを前記トナー像として、転写形成した。なお、かかる電子
写真方式による描画では、感光ドラムを負の極性に帯電させ、描画される回路パターンに
対応させ、この感光ドラム表面にネガまたはポジ型露光を施し、回路パターンに対応する
静電潜像を形成している。その後、トナー粒子を静電潜像に対して、静電的に付着させ、
現像して、トナー像とし、転写過程では、除帯電処理により、フィルム状のポリイミド基
板の表面にトナー像を転写する方式を採用している。フィルム状のポリイミド基板の表面
に、トナー粒子を転写した後、定着処理として、ローラー線圧　５　ｋｇｆ／ｃｍ、温度
１８０℃の条件で加熱圧着を施した。また、転写・定着されたトナー像における平均トナ
ー層層厚は、１０μｍであった。
【０１４６】
　第一の処理として、フィルム状のポリイミド基板表面に定着されている、乾燥粉末状酸
化銅微粒子からなるトナー像に対して、このポリイミド基板を、表面を上にして、図１に
示す密閉された容器内に配置される、温度３００℃に予熱されたホットプレート上の所定
の位置に置き、密閉容器内にガス導入口５からグリセリン蒸気と窒素の混合気体（グリセ
リン蒸気：窒素混合比率＝２０体積％：８０体積％）を導入し、塗着層表面から吹き付け
つつ、還元能を有するグリセリン蒸気を含む雰囲気（グリセリン蒸気分圧：２００　ｈＰ
ａ）下で、３００℃、５分間の加熱処理を施した。該還元性雰囲気下での加熱処理（第一
の処理）により、塗着層中に含有される、酸化銅微粒子の表面酸化膜は還元され、銅微粒
子に復する。このグリセリン蒸気／窒素ガスの混合気体は、３００℃に加熱したグリセリ
ンの平衡蒸気圧の蒸気を、窒素キャリアガスにより、前記の組成に希釈した上で供給して
いる。
【０１４７】
　次いで、温度３００℃に加熱したまま、１０秒間、乾燥空気（酸素分子：窒素分子混合
比率＝２０体積％：８０体積％）を表面から吹き付け、金属表面の酸化処理を行い、また
、乾燥空気に代えて、前記グリセリン蒸気／窒素ガスの混合気体を表面から吹き付け、こ
の還元能を有するグリセリン蒸気を含む雰囲気下で、２分５０秒間保持して、再還元処理
を施す、酸化・再還元処理サイクルを、計５回繰り返す、第二の処理を施した。前記第一
の処理と第二の処理とを連続して実施した後、グリセリン蒸気／窒素ガスの混合気体を表
面から吹き付けつつ、室温まで放置、冷却した。また、前記乾燥空気は、予め水分を除去
したものである。
【０１４８】
　以上の一連の処理に伴い、酸化銅微粒子の還元による銅微粒子への再生と、再生された
銅微粒子相互の焼成がなされ、全体として、銅微粒子の焼結体からなる銅導電体層が形成
され、平均膜厚８μｍの導体回路パターンとなった。かかる銅の導電体層の体積固有抵抗
率は、６．９μΩ・ｃｍであった。
【０１４９】
　（実施例１０）
　被覆層分子として、ミリスチン酸を利用している、乾燥粉末状の銀微粒子を含むトナー
粒子を下記の手順で作製した。
【０１５０】
　実施例４の条件で作製される、乾燥粉末状の銀微粒子１００ｇ当たり、プリンター・ト
ナー用のスチレン－アクリル樹脂１０ｇを混合して、核粒子として、銀微粒子を含み、バ
インダー樹脂層をなすスチレン－アクリル樹脂中に該核粒子が含有されている、平均粒径
４μｍのトナー粒子を形成した。なお、前記トナーのバインダー樹脂用途のスチレン－ア
クリル樹脂は、軟化点１３５℃の樹脂である。
【０１５１】
　電子写真方式の複写機を用いて、このトナー粒子を利用して、フィルム状のポリイミド
基板表面に、所望の回路パターンを前記トナー像として、転写形成した。なお、かかる電
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子写真方式による描画では、感光ドラムを負の極性に帯電させ、描画される回路パターン
に対応させ、この感光ドラム表面にネガまたはポジ型露光を施し、回路パターンに対応す
る静電潜像を形成している。その後、トナー粒子を静電潜像に対して、静電的に付着させ
、現像して、トナー像とし、転写過程では、除帯電処理により、フィルム状のポリイミド
基板の表面にトナー像を転写する方式を採用している。フィルム状のポリイミド基板の表
面に、トナー粒子を転写した後、定着処理として、ローラー線圧　５ｋｇｆ／ｃｍ、温度
１８０℃の条件で加熱圧着を施した。また、転写・定着されたトナー像における平均トナ
ー層層厚は、１０μｍであった。
【０１５２】
　バインダー樹脂層を介して、フィルム状のポリイミド基板表面に定着されているトナー
像に対して、２５０℃、１時間、加熱処理を施すことにより、トナー粒子中に含まれる銀
微粒子相互の焼成がなされ、銀導電体層が形成され、平均膜厚１０μｍの導体回路パター
ンとなった。かかる銀の導電体層の体積固有抵抗率は、１４．４μΩ・ｃｍであった。
【０１５３】
　（実施例１１）
　乾燥粉末状の銀微粒子を原料として、スクリーン印刷に適する液粘度を示す銀微粒子分
散液を下記の手順で調製した。
【０１５４】
　原料として利用する、実施例１の条件で作製される、乾燥粉末状の銀微粒子は、平均粒
子径３ｎｍの銀微粒子に対して、主成分のジブチルアミノプロピルアミンに加えて、副次
成分のドデシルアミンを若干量含むアミン化合物がその表面の被覆層として存在している
。本実施例１１では、該乾燥粉末状の銀微粒子を、この表面の被覆層を保持した状態で、
分散溶媒の１－デカノール中に均一に分散する分散液とするため、下記する再分散処理を
利用している。
【０１５５】
　実施例１の条件で作製される、乾燥粉末状の銀微粒子２１３．４ｇに、カルコール１０
９８（１－デカノール、融点６．８８℃、沸点２３２℃：花王製）を１１．６ｇ、ヘキサ
ンを３００ｇ添加し、７０℃で３０分間加熱攪拌する。この加熱攪拌によって、青色の微
粉末状を呈していたＡｇナノ粒子は、カルコールとヘキサンの混合溶媒中に再分散され、
均一な分散液となる。攪拌終了後、０．２μｍメンブランフィルターで濾過を行った後、
濾液中のヘキサンを減圧濃縮により脱溶剤する。カルコールとヘキサンの混合溶媒中に含
まれる、低沸点溶媒ヘキサンの除去に伴い、残余する高沸点溶媒カルコール中に、表面の
被覆層を保持した銀微粒子が均一に分散し、全体として、均一な濃紺色のペースト状の銀
ナノ粒子分散液が得られる。
【０１５６】
　このペースト状分散液（ナノ粒子ペースト）の液粘度は、１５０Ｐａ・ｓ（スパイラル
粘度計、測定温度２５℃）であった。この液粘度は、スクリーン印刷に適する液粘度条件
、５０～２００Ｐａ・ｓ（２５℃）を満足している。なお、この銀ナノ粒子ペーストの全
体組成は、導電性媒体のＡｇナノ粒子１７５質量部に対して、有機物成分が総和として５
０質量部、具体的には、主分散溶媒となる１－デカノールが１１．６質量部、それ以外の
有機物（ジブチルアミノプロピルアミン等）が３８．４質量部残留するものであった。従
って、この銀ナノ粒子ペースト中、固形成分であるＡｇナノ粒子の体積比率は、２１．６
体積％、有機成分の体積比率は、７８．４体積％、そのうち、分散溶媒の比率は、１８．
１体積％に相当する。
【０１５７】
　すなわち、得られるペースト状分散液中では、平均粒子径３ｎｍの銀微粒子の表面に、
平均厚さ１．７ｎｍのジブチルアミノプロピルアミン被覆層が形成されている微粒子が、
分散溶媒カルコール１０９８（１－デカノール：密度：０．８３０ｇ／ｃｍ３）中に高い
密度で分散されているものに相当する。
【０１５８】
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　スライドグラス上に、得られた銀ナノ粒子ペーストを用いて、ステンレス＃５００メッ
シュのスクリーン版を利用して、１０×５０ｍｍ幅のパターンを、塗布時の平均膜厚１０
μｍで、スクリーン印刷方式により印刷した。印刷後、スライドグラス上の銀ナノ粒子ペ
ースト塗布層に対して、２５０℃、４０分の熱処理を施し、含まれる銀ナノ粒子相互の焼
成処理を行って、銀ナノ粒子の焼結体層からなる導電体層パターンを形成した。かかる導
電体層パターンの表面は、鏡面状の光沢を示し、その平均膜厚は、３μｍであった。
【０１５９】
　また、前記平均膜厚を有する均一導電体層として、体積固有抵抗率を測定したところ、
２．８μΩ・ｃｍであった。なお、銀バルクの抵抗率は、１．５９μΩ・ｃｍ（２０℃）
であり、得られた銀ナノ粒子の焼結体層の体積固有抵抗率は、銀バルクの抵抗率と比較し
ても、遜色の無い値であった。
【０１６０】
　（実施例１２）
　乾燥粉末状の銀微粒子を原料として、インクジェット印刷に適する液粘度を示す銀微粒
子分散液を下記の手順で調製した。
【０１６１】
　原料として利用する、実施例１の条件で作製される、乾燥粉末状の銀微粒子は、平均粒
子径３ｎｍの銀微粒子に対して、主成分のジブチルアミノプロピルアミンに加えて、副次
成分のドデシルアミンを若干量含むアミン化合物がその表面の被覆層として存在している
。本実施例１２では、該乾燥粉末状の銀微粒子を、その表面に被覆層を有する状態で、主
分散溶媒のテトラデカン中に均一に分散する分散液とするため、下記する再分散処理を利
用している。
【０１６２】
　実施例１の条件で作製される、乾燥粉末状の銀微粒子２１３．４ｇに、ビス２－エチル
ヘキシルアミン（沸点２６３℃、東京化成製）を２０．８ｇ、Ｎ１４（テトラデカン、融
点５．８６℃、沸点２５３．５７℃、日鉱石油化学製）を９３．６ｇ、ヘキサンを３００
ｇ添加し、７０℃で３０分間加熱攪拌する。この加熱攪拌によって、青色の微粉末状を呈
していたＡｇナノ粒子は、Ｎ１４、ヘキサン、ならびにビス２－エチルヘキシルアミンを
含む混合溶媒中に再分散され、均一な分散液となる。攪拌終了後、０．２μｍメンブラン
フィルターで濾過を行った後、濾液中のヘキサンを減圧濃縮により脱溶剤する。混合溶媒
中に含まれる、低沸点溶媒ヘキサンの除去に伴い、残余する高沸点溶媒Ｎ１４とビス２－
エチルヘキシルアミンの混合液中に、表面の被覆層を保持した銀微粒子が均一に分散し、
全体として、均一な濃紺色の高流動性ペースト型の銀ナノ粒子分散液が得られる。
【０１６３】
　この高流動性ペースト分散液（銀ナノ粒子インク）の液粘度は、１０ｍＰａ・ｓ（Ｂ型
回転粘度計、測定温度２０℃）であった。この液粘度は、インクジェット法を利用する塗
布に適する液粘度条件、５～３０ｍＰａ・ｓ（２５℃）を満足している。なお、この銀ナ
ノ粒子分散液の全体組成は、導電性媒体のＡｇナノ粒子１７５質量部に対して、有機物成
分が総和として１５２．８質量部、具体的には、ビス２－エチルヘキシルアミンが２０．
８質量部、主分散溶媒のテトラデカンが９３．６質量部、それ以外の有機物（ジブチルア
ミノプロピルアミン等）が３８．４質量部残留するものであった。従って、この銀ナノ粒
子インク中において、固形成分であるＡｇナノ粒子の体積比率は、７．９体積％、有機成
分の体積比率は、９２．１体積％、そのうち、主分散溶媒の比率は、５７．８体積％に相
当する。
【０１６４】
　すなわち、得られる銀ナノ粒子インク中では、平均粒子径３ｎｍの銀微粒子の表面に、
平均厚さ１．７ｎｍのジブチルアミノプロピルアミン被覆層が形成されている微粒子が、
Ｎ１４（テトラデカン：密度：０．７６７ｇ／ｃｍ３）とビス２－エチルヘキシルアミン
（密度：０．８０５ｇ／ｃｍ３）の混合液である分散溶媒（総和：７０．１体積％）中に
低い密度で分散されているものに相当する。
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【０１６５】
　スライドグラス上に、得られた銀ナノ粒子インクを用いて、インクジェット塗布により
、１０×５０ｍｍ幅のパターンを、塗布時の平均膜厚２０μｍで、インクジェット印刷方
式により印刷した。印刷後、スライドグラス上の銀ナノ粒子インク塗布層に対して、２３
０℃、６０分の熱処理を施し、含まれる銀ナノ粒子相互の焼成処理を行って、銀ナノ粒子
の焼結体層からなる導電体層パターンを形成した。かかる導電体層パターンの表面は、鏡
面状の光沢を示し、その平均膜厚は、３μｍであった。また、前記平均膜厚を有する均一
導電体層として、体積固有抵抗率を測定したところ、３．０μΩ・ｃｍであり、銀バルク
の抵抗率と比較しても、遜色の無い値であった。
【０１６６】
　（実施例１３）
　乾燥粉末状の金微粒子を原料として、スクリーン印刷に適する液粘度を示す金微粒子分
散液を下記の手順で調製した。
【０１６７】
　原料として利用する、実施例２の条件で作製される、乾燥粉末状の金微粒子は、平均粒
子径５ｎｍの金微粒子に対して、主成分の２－エチルヘキシルアミン（密度：０．８０５
ｇ／ｃｍ３）に加えて、副次成分のドデシルアミンを若干量含むアミン化合物がその表面
の被覆層として存在している。本実施例１３では、該乾燥粉末状の金微粒子を、その表面
に被覆層を有する状態で、分散溶媒のＡＦ７とビス２－エチルヘキシルアミンの混合液中
に均一に分散する分散液とするため、下記する再分散処理を利用している。
【０１６８】
　実施例２の条件で作製される、乾燥粉末状の金微粒子１００．０ｇに、ビス２－エチル
ヘキシルアミン（沸点２６３℃、東京化成製）を５．３ｇ、ＡＦ７（沸点２５９～２８２
℃、新日本石油製）を５．０ｇ、トルエンを３００ｇ添加し、７０℃で３０分間加熱攪拌
する。この加熱攪拌によって、濃赤色の微粉末状を呈していたＡｕナノ粒子は、トルエン
中にＡＦ７、ビス２－エチルヘキシルアミンが溶解している混合液中に再分散され、均一
な分散液となる。攪拌終了後、０．２μｍメンブランフィルターで濾過を行った後、濾液
中のトルエンを減圧濃縮により脱溶剤する。混合液中の低沸点溶媒トルエンの除去に伴い
、残余する高沸点溶媒ＡＦ７とビス２－エチルヘキシルアミンの混合液中に、表面の被覆
層を保持した金微粒子が均一に分散し、全体として、均一な濃赤色のペースト状の金ナノ
粒子分散液が得られる。
【０１６９】
　このペースト状分散液（金ナノ粒子ペースト）の液粘度は、１２８Ｐａ・ｓ（スパイラ
ル粘度計、測定温度２３℃）であった。この液粘度は、スクリーン印刷に適する液粘度条
件、５０～２００Ｐａ・ｓ（２５℃）を満足している。なお、この金ナノ粒子ペーストの
全体組成は、導電性媒体のＡｕナノ粒子９０質量部に対して、有機物成分が総和として２
６．６質量部、具体的には、２－エチルヘキシルアミンが１０．０質量部、ビス２－エチ
ルヘキシルアミンが１０．６質量部、主分散溶媒とするＡＦ７が６．０質量部であった。
従って、この金ナノ粒子ペースト中、固形成分であるＡｕナノ粒子の体積比率は、１２．
４体積％、有機成分の体積比率は、８７．６体積％、そのうち、主分散溶媒ＡＦ７の比率
は、１９．１体積％に相当する。
【０１７０】
　すなわち、得られる金ナノ粒子ペースト中では、平均粒子径５ｎｍの金微粒子の表面に
、平均厚さ２．７ｎｍの２－エチルヘキシルアミン被覆層が形成されている微粒子が、Ａ
Ｆ７（密度：０．８３４ｇ／ｃｍ３）とビス２－エチルヘキシルアミン（密度：０．８０
５ｇ／ｃｍ３）の混合液である分散溶媒（総和：５４．０体積％）中に分散されているも
のに相当する。
【０１７１】
　スライドグラス上に、得られた金ナノ粒子ペーストを用いて、ステンレス＃５００メッ
シュのスクリーン版を利用して、１０×５０ｍｍ幅のパターンを、塗布時の平均膜厚１０
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μｍで、スクリーン印刷方式により印刷した。印刷後、スライドグラス上の金ナノ粒子ペ
ースト塗布層に対して、２５０℃、６０分の熱処理を施し、含まれる金ナノ粒子相互の焼
成処理を行って、金ナノ粒子の焼結体層からなる導電体層パターンを形成した。かかる導
電体層パターンの表面は、鏡面状の光沢を示し、その平均膜厚は、２μｍであった。また
、前記平均膜厚を有する均一導電体層として、体積固有抵抗率を測定したところ、８．７
μΩ・ｃｍであった。なお、金バルクの抵抗率は、２．３５μΩ・ｃｍ（２０℃）であり
、得られた金ナノ粒子の焼結体層の体積固有抵抗率は、金バルクの抵抗率と比較しても、
遜色の無い値であった。
【０１７２】
　（実施例１４）
　乾燥粉末状の金微粒子を原料として、インクジェット印刷に適する液粘度を示す金微粒
子分散液を下記の手順で調製した。
【０１７３】
　原料として利用する、実施例２の条件で作製される、乾燥粉末状の金微粒子は、平均粒
子径５ｎｍの金微粒子に対して、主成分の２－エチルヘキシルアミンに加えて、副次成分
のドデシルアミンを若干量含むアミン化合物がその表面の被覆層として存在している。本
実施例１４では、該乾燥粉末状の金微粒子を、その表面に被覆層を有する状態で、分散溶
媒のＡＦ７とビス２－エチルヘキシルアミンの混合液中に均一に分散する分散液とするた
め、下記する再分散処理を利用している。
【０１７４】
　実施例２の条件で作製される、乾燥粉末状の金微粒子１００．０ｇに、２－エチルヘキ
シルアミン（沸点１６９℃：広栄化学工業製）を１０．４ｇ、ビス２－エチルヘキシルア
ミン（沸点２６３℃、東京化成製）を１３．６ｇ、ＡＦ７（沸点２５９～２８２℃、新日
本石油製）を５５．９ｇ、トルエンを３００ｇ添加し、７０℃で３０分間加熱攪拌する。
この加熱攪拌によって、濃赤色の微粉末状を呈していたＡｕナノ粒子は、トルエン中に添
加したＡＦ７、ビス２－エチルヘキシルアミン、２－エチルヘキシルアミンが溶解してい
る混合液中に再分散され、均一な分散液となる。攪拌終了後、０．２μｍメンブランフィ
ルターで濾過を行った後、濾液中のトルエンを減圧濃縮により脱溶剤する。混合液中の低
沸点溶媒トルエンの除去に伴い、残余する高沸点溶媒ＡＦ７とビス２－エチルヘキシルア
ミン、ならびに２－エチルヘキシルアミンを含む混合液中に、表面の被覆層を保持した金
微粒子が均一に分散し、全体として、均一な濃赤色の高流動性ペースト型の金ナノ粒子分
散液が得られる。
【０１７５】
　この高流動性ペースト分散液（金ナノ粒子インク）の液粘度は、７ｍＰａ・ｓ（Ｂ型回
転粘度計、測定温度２０℃）であった。この液粘度は、インクジェット法を利用する塗布
に適する液粘度条件、５～３０ｍＰａ・ｓ（２５℃）を満足している。なお、この金ナノ
粒子分散液の全体組成は、導電性媒体のＡｕナノ粒子９０質量部に対して、有機物成分が
総和として８９．９質量部、具体的には、２－エチルヘキシルアミンが２０．４質量部、
ビス２－エチルヘキシルアミンが１３．６質量部、主分散溶媒のＡＦ７が５５．９質量部
であった。従って、この金ナノ粒子インク中において、固形成分であるＡｕナノ粒子の体
積比率は、４．１体積％、有機成分の体積比率は、９５．９体積％、そのうち、主分散溶
媒ＡＦ７の比率は、５８．６体積％に相当する。
【０１７６】
　すなわち、得られる金ナノ粒子インク中では、平均粒子径５ｎｍの金微粒子の表面に、
平均厚さ２．７ｎｍの２－エチルヘキシルアミン被覆層が形成されている微粒子が、ＡＦ
７（密度：０．８３４ｇ／ｃｍ３）とビス２－エチルヘキシルアミン（密度：０．８０５
ｇ／ｃｍ３）とからなる混合溶媒中に、予め２－エチルヘキシルアミン（密度：０．７８
９ｇ／ｃｍ３）を溶解した混合液である分散溶媒（総和：８４．８体積％）中に低い密度
で分散されているものに相当する。すなわち、分散溶媒中には、被覆層の構成成分である
２－エチルヘキシルアミンが予め適当量溶解されている結果、保存している間に、被覆層
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を構成する２－エチルヘキシルアミンが溶出する現象を抑制する効果が得られる。
【０１７７】
　スライドグラス上に、得られた金ナノ粒子インクを用いて、インクジェット塗布により
、１０×５０ｍｍ幅のパターンを、塗布時の平均膜厚２０μｍで、インクジェット印刷方
式により印刷した。印刷後、スライドグラス上の金ナノ粒子インク塗布層に対して、２５
０℃、６０分の熱処理を施し、含まれる金ナノ粒子相互の焼成処理を行って、金ナノ粒子
の焼結体層からなる導電体層パターンを形成した。かかる導電体層パターンの表面は、鏡
面状の光沢を示し、その平均膜厚は、２μｍであった。また、前記平均膜厚を有する均一
導電体層として、体積固有抵抗率を測定したところ、６．６μΩ・ｃｍでであり、金バル
クの抵抗率と比較しても、遜色の無い値であった。
【０１７８】
　（実施例１５）
　乾燥粉末状の酸化銅微粒子を原料として、スクリーン印刷に適する液粘度を示す酸化銅
微粒子分散液を下記の手順で調製した。
【０１７９】
　原料として利用する、実施例３の条件で作製される、乾燥粉末状の酸化銅微粒子は、そ
の表面に酸化被膜を有している、平均粒子径５ｎｍの銅微粒子に対して、主成分の２－エ
チルヘキシルアミンに加えて、副次成分のドデシルアミンを若干量含むアミン化合物がそ
の表面の被覆層として残余している。本実施例１５では、該乾燥粉末状の酸化銅微粒子を
、その表面にアミン化合物の被覆層を有する状態で、分散溶媒のカルコールとビス２－エ
チルヘキシルアミンの混合液中に均一に分散する分散液とするため、下記する再分散処理
を利用している。
【０１８０】
　実施例３の条件で作製される、乾燥粉末状の酸化銅微粒子３７０ｇに、ビス２－エチル
ヘキシルアミン（沸点２６３℃、東京化成製）を７．０ｇ、カルコール１０９８（１－デ
カノール、融点６．８８℃、沸点２３２℃：花王製）を１４．８ｇ、ヘキサンを３００ｇ
添加し、７０℃で３０分間加熱攪拌する。この加熱攪拌によって、黒色の微粉末状を呈し
ていた酸化銅ナノ粒子は、ヘキサン中にカルコールとビス２－エチルヘキシルアミンを含
む混合液中に再分散され、均一な分散液となる。攪拌終了後、０．２μｍメンブランフィ
ルターで濾過を行った後、濾液中のヘキサンを減圧濃縮により脱溶剤した。溶媒ヘキサン
の除去に伴い、均一な黒緑色のペースト状のナノ粒子分散液が得られた。このペースト状
分散液（ナノ粒子ペースト）の液粘度は、１００Ｐａ・ｓ（スパイラル粘度計、測定温度
２３℃）であった。このナノ粒子ペーストの全体組成は、導電性媒体の酸化銅ナノ粒子３
００質量部に対して、有機物成分が総和として９１．８質量部、具体的には、主分散溶媒
となる１－デカノールが１４．８質量部、２－エチルヘキシルアミンが７０．０質量部、
ビス２－エチルヘキシルアミンが７．０質量部であった。従って、このナノ粒子ペースト
中、固形成分である酸化銅ナノ粒子の体積比率は、２９．２体積％、有機成分の体積比率
は、７０．８体積％、そのうち、分散溶媒の比率は、１０．９体積％に相当する。
【０１８１】
　すなわち、得られるペースト状分散液中では、平均粒子径５ｎｍの表面酸化被膜を有す
る銅微粒子の表面に、平均厚さ２．１ｎｍの２－エチルヘキシルアミン被覆層が形成され
ている微粒子が、Ｎ１４（テトラデカン：密度：０．７６７ｇ／ｃｍ３）とビス２－エチ
ルヘキシルアミン（密度：０．８０５ｇ／ｃｍ３）の混合液である分散溶媒（総和：１６
．２体積％）中に高い密度で分散されているものに相当する。
【０１８２】
　スライドグラス上に、得られた酸化銅ナノ粒子ペーストを用いて、ステンレス＃５００
メッシュのスクリーン版を利用して、１０×５０ｍｍ幅のパターンを、塗布時の平均膜厚
１０μｍで、スクリーン印刷方式により印刷した。印刷後、スライドグラス上のナノ粒子
ペースト塗布層に対して、下記する処理を施すことにより、前記酸化銅微粒子分散液塗布
層中に含まれる分散溶媒の蒸散を進めると同時に、塗布層中に含まれる該酸化銅微粒子の
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表面から還元を行い、対応する銅微粒子に変換するとともに、この還元処理で復される銅
微粒子相互の焼成処理を行って、銅ナノ粒子の焼結体層からなる導電体層パターンを形成
する。
【０１８３】
　第一の処理として、スライドグラス上のナノ粒子ペースト塗布層に対して、該塗布層を
設けているスライドグラス表面を上にして、図１に示す密閉された容器内に配置される、
温度３００℃に予熱されたホットプレート上の所定の位置に置く。次いで、密閉容器内に
ガス導入口５からグリセリン蒸気と窒素の混合気体（グリセリン蒸気：窒素混合比率＝２
０体積％：８０体積％）を導入し、ナノ粒子ペースト塗布層表面から吹き付けつつ、還元
能を有するグリセリン蒸気を含む雰囲気（グリセリン蒸気分圧：２００　ｈＰａ）下で、
３００℃、５分間の加熱処理を施す。該還元性雰囲気下での加熱処理（第一の処理）によ
り、塗布層中に含有される分散溶媒は蒸散し、また、酸化銅微粒子の表面酸化膜は還元さ
れ、銅微粒子に復する。このグリセリン蒸気／窒素ガスの混合気体は、３００℃に加熱し
たグリセリンの平衡蒸気圧の蒸気を、窒素キャリアガスにより、前記の組成に希釈した上
で供給している。
【０１８４】
　引き続き、温度３００℃に加熱したまま、１０秒間、乾燥空気（酸素分子：窒素分子混
合比率＝２０体積％：８０体積％）を表面から吹き付け、金属表面の酸化処理を行い、ま
た、乾燥空気に代えて、前記グリセリン蒸気／窒素ガスの混合気体を表面から吹き付け、
この還元能を有するグリセリン蒸気を含む雰囲気下で、２分５０秒間保持して、再還元処
理を施す、酸化・再還元処理サイクルを、計５回繰り返す、第二の処理を施す。前記第一
の処理と第二の処理とを連続して実施した後、グリセリン蒸気／窒素ガスの混合気体を表
面から吹き付けつつ、室温まで放置、冷却する。また、前記乾燥空気は、予め水分を除去
したものである。
【０１８５】
　以上の一連の処理に伴い、酸化銅微粒子の還元による銅微粒子への再生と、再生された
銅微粒子相互の焼成がなされ、全体として、銅微粒子の焼結体層からなる導電体層が形成
される。
【０１８６】
　かかる導電体層パターンの表面は、鏡面状の光沢を示し、その平均膜厚は、２μｍであ
った。また、前記平均膜厚を有する均一導電体層として、体積固有抵抗率を測定したとこ
ろ、７．４μΩ・ｃｍであった。なお、銅バルクの抵抗率は、１．６７３μΩ・ｃｍ（２
０℃）であり、得られた銅ナノ粒子の焼結体層の体積固有抵抗率は、銅バルクの抵抗率と
比較しても、遜色の無い値であった。
【０１８７】
　（実施例１６）
　乾燥粉末状の酸化銅微粒子を原料として、インクジェット印刷に適する液粘度を示す酸
化銅微粒子分散液を下記の手順で調製した。
【０１８８】
　原料として利用する、実施例３の条件で作製される、乾燥粉末状の酸化銅微粒子は、そ
の表面に酸化被膜を有している、平均粒子径５ｎｍの銅微粒子に対して、主成分の２－エ
チルヘキシルアミンに加えて、副次成分のドデシルアミンを若干量含むアミン化合物がそ
の表面の被覆層として残余している。本実施例１６では、該乾燥粉末状の酸化銅微粒子を
、その表面にアミン化合物の被覆層を有する状態で、分散溶媒のテトラデカンとビス２－
エチルヘキシルアミンの混合液中に均一に分散する分散液とするため、下記する再分散処
理を利用している。
【０１８９】
　実施例３の条件で作製される、乾燥粉末状の酸化銅微粒子３７０ｇに、ビス２－エチル
ヘキシルアミン（沸点２６３℃、東京化成製）を３４．９ｇ、Ｎ１４（テトラデカン、融
点５．８６℃、沸点２５３．５７℃、日鉱石油化学製）を１５０．０ｇ、ヘキサンを３０
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０ｇ添加し、７０℃で３０分間加熱攪拌する。この加熱攪拌によって、黒色の微粉末状を
呈していた酸化銅ナノ粒子は、ヘキサン中にテトラデカンとビス２－エチルヘキシルアミ
ンを含む混合液中に再分散され、均一な分散液となる。攪拌終了後、０．２μｍメンブラ
ンフィルターで濾過を行った後、濾液中のヘキサンを減圧濃縮により脱溶剤した。溶媒ヘ
キサンの除去に伴い、均一な黒緑色の高流動性ペースト型のナノ粒子分散液が得られた。
この高流動性ペースト型分散液（酸化銅ナノ粒子インク）の液粘度は、８ｍＰａ・ｓ（Ｂ
型回転粘度計、測定温度２０℃）であった。このナノ粒子インクの全体組成は、導電性媒
体の酸化銅ナノ粒子３００質量部に対して、有機物成分が総和として２５４．９質量部、
具体的には、主分散溶媒となるテトラデカンが１５０．０質量部、２－エチルヘキシルア
ミンが７０．０質量部、ビス２－エチルヘキシルアミンが３４．９質量部であった。従っ
て、このナノ粒子インク中、固形成分である酸化銅ナノ粒子の体積比率は、１３．０体積
％、有機成分の体積比率は、８７．０体積％、そのうち、主分散溶媒テトラデカンの比率
は、５０．９体積％に相当する。
【０１９０】
　すなわち、得られるペースト状分散液中では、平均粒子径５ｎｍの表面酸化被膜を有す
る銅微粒子の表面に、平均厚さ２．１ｎｍの２－エチルヘキシルアミン被覆層が形成され
ている微粒子が、Ｎ１４（テトラデカン：密度：０．７６７ｇ／ｃｍ３）とビス２－エチ
ルヘキシルアミン（密度：０．８０５ｇ／ｃｍ３）の混合液である分散溶媒（総和：６２
．１体積％）中に低い密度で分散されているものに相当する。
【０１９１】
　スライドグラス上に、得られたナノ粒子インクを用いて、インクジェット塗布により、
１０×５０ｍｍ幅のパターンを、塗布時の平均膜厚２０μｍで、インクジェット印刷方式
により印刷した。印刷後、スライドグラス上の酸化銅ナノ粒子インク塗布層に対して、下
記する処理を施すことにより、前記酸化銅微粒子分散液塗布層中に含まれる分散溶媒の蒸
散を進めると同時に、塗布層中に含まれる該酸化銅微粒子の表面から還元を行い、対応す
る銅微粒子に変換するとともに、この還元処理で復される銅微粒子相互の焼成処理を行っ
て、銅ナノ粒子の焼結体層からなる導電体層パターンを形成する。
【０１９２】
　第一の処理として、スライドグラス上のナノ粒子インク塗布層に対して、該塗布層を設
けているスライドグラス表面を上にして、図１に示す密閉された容器内に配置される、温
度３００℃に予熱されたホットプレート上の所定の位置に置く。この予熱されたホットプ
レート上に置かれると、分散液中に含有される分散溶媒の蒸散が進み、その結果、塗布層
中に含有されている酸化銅微粒子が緻密に積層された状態となる。
【０１９３】
　次いで、密閉容器内にガス導入口５からグリセリン蒸気と窒素の混合気体（グリセリン
蒸気：窒素混合比率＝２０体積％：８０体積％）を導入し、塗布層表面から吹き付けつつ
、還元能を有するグリセリン蒸気を含む雰囲気（グリセリン蒸気分圧：２００　ｈＰａ）
下で、３００℃、５分間の加熱処理を施す。該還元性雰囲気下での加熱処理（第一の処理
）により、塗布層中に残余していた少量の分散溶媒も蒸散し、同時に、酸化銅微粒子の表
面酸化膜は還元され、銅微粒子に復する。このグリセリン蒸気／窒素ガスの混合気体は、
３００℃に加熱したグリセリンの平衡蒸気圧の蒸気を、窒素キャリアガスにより、前記の
組成に希釈した上で供給している。
【０１９４】
　引き続き、温度３００℃に加熱したまま、１０秒間、乾燥空気（酸素分子：窒素分子混
合比率＝２０体積％：８０体積％）を表面から吹き付け、金属表面の酸化処理を行い、ま
た、乾燥空気に代えて、前記グリセリン蒸気／窒素ガスの混合気体を表面から吹き付け、
この還元能を有するグリセリン蒸気を含む雰囲気下で、２分５０秒間保持して、再還元処
理を施す、酸化・再還元処理サイクルを、計５回繰り返す、第二の処理を施す。前記第一
の処理と第二の処理とを連続して実施した後、グリセリン蒸気／窒素ガスの混合気体を表
面から吹き付けつつ、室温まで放置、冷却する。また、前記乾燥空気は、予め水分を除去
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【０１９５】
　以上の一連の処理に伴い、酸化銅微粒子の還元による銅微粒子への再生と、再生された
銅微粒子相互の焼成がなされ、全体として、銅微粒子の焼結体層からなる導電体層が形成
される。
【０１９６】
　かかる処理を施すことで得られる導電体層パターンの表面は、鏡面状の光沢を示し、そ
の平均膜厚は、２μｍであった。また、前記平均膜厚を有する均一導電体層として、体積
固有抵抗率を測定したところ、６．１μΩ・ｃｍであった。なお、銅バルクの抵抗率は、
１．６７３μΩ・ｃｍ（２０℃）であり、得られた銅ナノ粒子の焼結体層の体積固有抵抗
率は、銅バルクの抵抗率と比較しても、遜色の無い値であった。
【産業上の利用可能性】
【０１９７】
　本発明は、分散溶媒中に保存しなくとも、長期にわたり、凝集を起こすことなく、良好
な分散状態の極めて微細な微粒子として利用可能な、乾燥粉末状の金属微粒子あるいは酸
化金属微粒子を簡便に作製することを可能とする。作製される乾燥粉末状の金属微粒子あ
るいは酸化金属微粒子は、例えば、トナー用固体状のバインダー樹脂を利用して、トナー
粒子に調製した上、電子写真方式の画像形成方法を利用して、所望の形状パターンの塗着
層をフィルム状基板材料表面に作製し、その後、加熱処理を施し、含まれる金属微粒子、
あるいは、酸化金属微粒子を還元処理して得られる金属微粒子を相互に焼結した焼結体型
導電体層を作製することを可能とする。この乾式印刷法を利用する焼結体型導電体層の形
成方法は、従来のペースト状の分散液を利用する湿式印刷法を利用する焼結体型導電体層
の形成方法に加えて、より広範な分野において、金属微粒子を相互に焼結した焼結体型導
電体層の利用を図る上で、有用な手段となる。

【図１】
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